
当社18号館

新浜松駅新浜松駅新浜松駅

八幡駅八幡駅八幡駅
八幡西八幡西八幡西

正門

株主総会
会場ご案内図

浜松市中央区中沢町10番1号 当社18号館1階 Tel：053（460）2800

第201期 定時株主総会 招集ご通知
2025年6月20日（金曜日） 午前10時開催
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横浜シンフォステージ「Music Canvas」

ミニコンサート及びお土産はございません。
駐車場の準備はございません。
会場でのサポートが必要な方は、座席やお手洗いへの誘導、受付の筆談サポートをお手伝いさせて
いただきますので、当日スタッフにお声がけください。　
本株主総会につきましては、後日、下記当社ウェブサイトにて動画配信することを予定しております。
https://www.yamaha.com/ja/ir/stock/shareholder-info/

【交付書面】

〒430-8650 静岡県浜松市中央区中沢町10番1号
Te l : 053（460）2800　Fax: 053（460）2802
URL: https://www.yamaha.com/ja/

見やすい
ユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

この「招集ご通知」は
環境にやさしい
植物油インキを使用しています。



　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、
厚く御礼申しあげます。

　当社グループの第201期（2024年4月1日から
2025年3月31日まで）の業績は、中国の市況低迷に
よる楽器販売の不振が続いたものの、法人向け
音響機器の需要増やデジタルピアノの販売回復に
加え、為替の円安による影響もあり、売上収益
4,621億円、事業利益367億円、親会社の所有者に
帰属する当期利益134億円と、対前期で減収・事業
利益増益となりました。

　期末配当につきましては、1株につき13円と
させていただきたく、第201期定時株主総会に
おいてご提案申しあげたいと存じます。当社は、
2024年10月1日を効力発生日として、普通株式
1株につき3株の割合で株式分割を行っており、
株式分割を考慮しない期末配当は1株につき39円
となります。これにより中間配当（1株につき37円）を

表紙
ヤマハ株式会社

「Music Canvas」

株主の皆様へ

加えた株式分割を考慮しない年間配当金は、1株に
つき76円となり、前期に対し2円の増配となります。

　また、株主の皆様への還元を進めるとともに資本
効率の向上を図ることを目的として、2024年9月
及び2025年2月の取締役会で総額440億円の
自己株式の取得を決議し、実施しております。
  
　第202期からは、新たな中期経営計画「Rebuild 
& Evolve」がスタートいたしました。その概要につき
ましては、本招集ご通知の27ページから35ページ
に掲載しております。「Rebuild & Evolve」では、
「強固な事業基盤の再構築」「未来を創る挑戦」
「経営基盤の強化」の3つの戦略方針を掲げ、新経営
ビジョン「音・音楽の力で、人々の個性輝く未来を
創る」の実現を目指してまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層の
ご指導とご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

2025年5月
代表執行役社長

2024年6月6日にオープンした「ヤマハミュージック 横浜みなとみらい」は、さまざまなお客様が
気軽に音楽や楽器を楽しむことができる、多彩な機能を持つ体験型のブランドショップです。
エクスペリエンスゾーンとなる「Music Canvas」は映像と立体音響、そして楽器による音楽への
没入体験を全身で感じられるイマーシブなエリアで、来場者は自由に体験することが可能です。

感動を・ともに・創る
私たちは

音・音楽を原点に培った技術と感性で
新たな感動と豊かな文化を
世界の人々とともに
創りつづけます

世界中の人々のこころ豊かなくらし

ヤマハが目指すもの・企業理念
株主の皆様へ
■第201期定時株主総会招集ご通知
電磁的方法（インターネット等）による
議決権行使のお手続きについて
インターネットによる議決権行使方法のご案内
■株主総会参考書類
第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役8名選任の件
当社の独立役員指定基準
取締役会の構成 他
■事業報告
1. 企業集団の現況に関する事項
2. 会社の株式に関する事項
3. 会社の新株予約権等に関する事項
4. 当社が保有する株式に関する事項
5. 会社役員に関する事項
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6. 会計監査人の状況
7. 業務の適正を確保するための体制
8. 業務の適正を確保するための体制の
　 運用状況の概要
■連結計算書類
連結財政状態計算書
連結損益計算書
■計算書類
貸借対照表
損益計算書
■監査報告書
連結計算書類に係る会計監査人の
監査報告書（謄本）
会計監査人の監査報告書（謄本）
監査委員会の監査報告書（謄本）
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拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　当社第201期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき電子提供措置をとっております。事業
報告等の内容につきましては、インターネット上の当社ウェブサイトに「第201期定時株主総会招集ご通知」として
掲載しておりますので、以下の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイト及び三井住友信託銀行が
提供する「株主総会ポータル®」にも掲載しております。東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）をご利用される
場合は、アクセス後に銘柄名（ヤマハ）又は証券コード（7951）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ ＰＲ情報」を
選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。また「株主総会ポータル®」をご利用される場合は、
６ページに記載の方法をご確認くださいますようお願い申しあげます。

［電磁的方法（インターネット等）による議決権行使の場合］
５ページに記載の「電磁的方法（インターネット等）による議決権行使のお手続きについて」をご確認のうえ、
議案に対する賛否をご入力ください。

［郵送による議決権行使の場合］
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限までに到着するようご返送ください。

株主各位

第201期定時株主総会招集ご通知

静岡県浜松市中央区中沢町10番1号

（証券コード　7951）
2025年5月29日

（電子提供措置の開始日　2025年5月22日）

＊本定時株主総会の運営に変更等が生じた場合は当社ウェブサイトに掲載いたします。
https://www.yamaha.com/ja/ir/stock/shareholder-info/

日 　 　 時
場 　 　 所
目 的 事 項
報 告 事 項

決 議 事 項
　第１号議案
　第2号議案

1．
2．
3．

敬　具　

記
2025年6月20日（金曜日） 午前10時
静岡県浜松市中央区中沢町10番1号　当社18号館1階

１．第201期（2024年4月1日から2025年3月31日まで）事業報告の内容、連結計算書類の 
　内容並びに会計監査人及び監査委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第201期（2024年4月1日から2025年3月31日まで）計算書類の内容報告の件

剰余金の処分の件
取締役8名選任の件

以　上　

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
電子提供措置事項に修正すべき事情が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.
yamaha.com/ja/）に修正後の事項を掲載させていただきます。

◎

４．招集にあたっての決定事項

書面交付請求された株主様にご送付している書面におきまして、「連結計算書類の連結注記表」「計算書類の
個別注記表」「連結持分変動計算書」及び「株主資本等変動計算書」につきましては、法令及び当社定款第 
18条の規定に基づき、記載しておりません。
なお、これらの書類に加えて、「連結包括利益計算書」「連結キャッシュ・フロー計算書の要旨」につきまして
も、電子提供措置をとっております。

５．その他本招集ご通知に関する事項

議決権行使書用紙において、各議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとしてお取り扱いいたします。
議決権の重複行使について
①インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使
としてお取り扱いいたします。

②インターネット等と議決権行使書用紙の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等によるものを
有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

当日代理人により議決権を行使される場合は、他の議決権を有する株主様１名に委任することができます。
この場合は、株主様ご本人の議決権行使書用紙とともに、代理権を証明する書面をご提出ください。

（１）
（２）

（３）

ミニコンサート及びお土産はございません。
駐車場の準備はございません。
会場でのサポートが必要な方は、座席やお手洗いへの誘導、受付の筆談サポートをお手伝いさせて
いただきますので、当日スタッフにお声がけください。　
本株主総会につきましては、後日、下記当社ウェブサイトにて動画配信することを予定しております。
https://www.yamaha.com/ja/ir/stock/shareholder-info/

当社ウェブサイト
https://www.yamaha.com/ja/ir/stock/shareholder-info/

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等又は書面により議決権を行使することができますので、
お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年6月19日（木曜日）午後5時までに議決権を行使して
くださいますようお願い申しあげます。

三井住友信託銀行「株主総会ポータル®」
https://www.soukai-portal.net

QRコードは議決権行使書用紙にございます。

山浦  敦取締役
代表執行役社長
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　当社第201期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき電子提供措置をとっております。事業
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　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイト及び三井住友信託銀行が
提供する「株主総会ポータル®」にも掲載しております。東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）をご利用される
場合は、アクセス後に銘柄名（ヤマハ）又は証券コード（7951）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ ＰＲ情報」を
選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。また「株主総会ポータル®」をご利用される場合は、
６ページに記載の方法をご確認くださいますようお願い申しあげます。

［電磁的方法（インターネット等）による議決権行使の場合］
５ページに記載の「電磁的方法（インターネット等）による議決権行使のお手続きについて」をご確認のうえ、
議案に対する賛否をご入力ください。

［郵送による議決権行使の場合］
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限までに到着するようご返送ください。

株主各位

第201期定時株主総会招集ご通知

静岡県浜松市中央区中沢町10番1号

（証券コード　7951）
2025年5月29日

（電子提供措置の開始日　2025年5月22日）

＊本定時株主総会の運営に変更等が生じた場合は当社ウェブサイトに掲載いたします。
https://www.yamaha.com/ja/ir/stock/shareholder-info/

日 　 　 時
場 　 　 所
目 的 事 項
報 告 事 項

決 議 事 項
　第１号議案
　第2号議案

1．
2．
3．

敬　具　

記
2025年6月20日（金曜日） 午前10時
静岡県浜松市中央区中沢町10番1号　当社18号館1階

１．第201期（2024年4月1日から2025年3月31日まで）事業報告の内容、連結計算書類の 
　内容並びに会計監査人及び監査委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第201期（2024年4月1日から2025年3月31日まで）計算書類の内容報告の件

剰余金の処分の件
取締役8名選任の件

以　上　

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
電子提供措置事項に修正すべき事情が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.
yamaha.com/ja/）に修正後の事項を掲載させていただきます。

◎

４．招集にあたっての決定事項

書面交付請求された株主様にご送付している書面におきまして、「連結計算書類の連結注記表」「計算書類の
個別注記表」「連結持分変動計算書」及び「株主資本等変動計算書」につきましては、法令及び当社定款第 
18条の規定に基づき、記載しておりません。
なお、これらの書類に加えて、「連結包括利益計算書」「連結キャッシュ・フロー計算書の要旨」につきまして
も、電子提供措置をとっております。

５．その他本招集ご通知に関する事項

議決権行使書用紙において、各議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとしてお取り扱いいたします。
議決権の重複行使について
①インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使
としてお取り扱いいたします。

②インターネット等と議決権行使書用紙の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等によるものを
有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

当日代理人により議決権を行使される場合は、他の議決権を有する株主様１名に委任することができます。
この場合は、株主様ご本人の議決権行使書用紙とともに、代理権を証明する書面をご提出ください。

（１）
（２）

（３）

ミニコンサート及びお土産はございません。
駐車場の準備はございません。
会場でのサポートが必要な方は、座席やお手洗いへの誘導、受付の筆談サポートをお手伝いさせて
いただきますので、当日スタッフにお声がけください。　
本株主総会につきましては、後日、下記当社ウェブサイトにて動画配信することを予定しております。
https://www.yamaha.com/ja/ir/stock/shareholder-info/

当社ウェブサイト
https://www.yamaha.com/ja/ir/stock/shareholder-info/

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等又は書面により議決権を行使することができますので、
お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年6月19日（木曜日）午後5時までに議決権を行使して
くださいますようお願い申しあげます。

三井住友信託銀行「株主総会ポータル®」
https://www.soukai-portal.net

QRコードは議決権行使書用紙にございます。

山浦  敦取締役
代表執行役社長
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「議決権行使へ」をクリック！

ぜひQ&Aも
ご確認ください。

電磁的方法（インターネット等）による議決権行使のお手続きについて
インターネットによる議決権行使方法のご案内

［お問い合せ］
インターネットによる
議決権行使に関する
お問い合せ

三井住友信託銀行証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話 ０１２０－６５２－０３１（フリーダイヤル）
［受付時間 ９：００～２１：００］

同封の議決権行使書用紙に記載された「ログインQRコード」を読み取りいただくことに
より、スマートフォン用議決権行使ウェブサイトから議決権を行使できます。
詳しくは、6ページ及び同封のリーフレットをご覧ください。

インターネットによる議決権行使は、株主総会参考書類をご検討いただき、
2025年6月19日（木曜日）午後5時までに行使されますようお願いいたします。

インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、
最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

インターネットと議決権行使書用紙の両方で議決権行使をされた場合は、
インターネットによるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用は、
株主様のご負担となりますのでご了承ください。

パソコンからの議決権行使は、当社の指定する議決権行使サイト（https://www.web54.net）
をご利用いただくことによって行うことができます。上記アドレスにアクセスいただき、
同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用
になり、画面の案内に従って賛否をご入力ください。
また、「株主総会ポータル®」（https://www.soukai-portal.net）をご利用いただくことも
可能です。詳しくは、6ページをご覧ください。

最後に行使
されたものが有効

アクセス
費用のご負担

インターネット
議決権を優先

管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、議決権行使プラットフォームの
ご利用を事前に申し込まれた場合には、当社の株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、
当該プラットフォームをご利用いただくことができます。

２．機関投資家の皆様へ

行使期限に
ご注意ください

6
19

スマート
フォンを
ご利用の方

パソコンを
ご利用の方

１．インターネットをご利用される皆様へ１．インターネットをご利用される皆様へ

ご注意事項

0120-652-031 受付時間
9：00～21：00

三井住友信託銀行　
証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

インターネット行使期限
2025年６月19日（木）午後5時

スマートフォン等による議決権行使方法

パソコン等による議決権行使方法
以下のURLより議決権行使書用紙に記載のログイン
ID・パスワードをご入力のうえアクセスしてください。
ログイン以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

［株主総会ポータルURL］
https://www.soukai-portal.net

議決権行使ウェブサイトも引き続きご利用いただけます。 https://www.web54.net

株主総会ポータルトップ画面から
「議決権行使へ」ボタンをタップ
します。

スマート行使®トップ画面が表示
されます。以降は画面の案内に
従って賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に記載のQR
コードを読み取ります。
＊QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

1 2 3

●一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、議決権行使書用紙に
記載の「議決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく必要があります。

●インターネット等と書面により重複して議決権を行使された場合は、インター
ネット等による議決権行使を有効なものといたします。また、インターネット等に
よって複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決
権行使としてお取り扱いいたします。

招
集
ご
通
知

監
査
報
告
書

連
結
計
算
書
類・計
算
書
類

事
業
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

05 06



「議決権行使へ」をクリック！
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インターネットによる議決権行使方法のご案内
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インターネットによる
議決権行使に関する
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三井住友信託銀行証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話 ０１２０－６５２－０３１（フリーダイヤル）
［受付時間 ９：００～２１：００］

同封の議決権行使書用紙に記載された「ログインQRコード」を読み取りいただくことに
より、スマートフォン用議決権行使ウェブサイトから議決権を行使できます。
詳しくは、6ページ及び同封のリーフレットをご覧ください。

インターネットによる議決権行使は、株主総会参考書類をご検討いただき、
2025年6月19日（木曜日）午後5時までに行使されますようお願いいたします。

インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、
最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

インターネットと議決権行使書用紙の両方で議決権行使をされた場合は、
インターネットによるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用は、
株主様のご負担となりますのでご了承ください。

パソコンからの議決権行使は、当社の指定する議決権行使サイト（https://www.web54.net）
をご利用いただくことによって行うことができます。上記アドレスにアクセスいただき、
同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用
になり、画面の案内に従って賛否をご入力ください。
また、「株主総会ポータル®」（https://www.soukai-portal.net）をご利用いただくことも
可能です。詳しくは、6ページをご覧ください。
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ID・パスワードをご入力のうえアクセスしてください。
ログイン以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

［株主総会ポータルURL］
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議決権行使ウェブサイトも引き続きご利用いただけます。 https://www.web54.net

株主総会ポータルトップ画面から
「議決権行使へ」ボタンをタップ
します。

スマート行使®トップ画面が表示
されます。以降は画面の案内に
従って賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に記載のQR
コードを読み取ります。
＊QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

1 2 3

●一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、議決権行使書用紙に
記載の「議決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく必要があります。

●インターネット等と書面により重複して議決権を行使された場合は、インター
ネット等による議決権行使を有効なものといたします。また、インターネット等に
よって複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決
権行使としてお取り扱いいたします。
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

期末配当に関する事項
　１.配当財産の種類  
　　金銭といたします。

　２.株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　　当社普通株式1株につき　　　　　　　13円
　　配当総額　　　　　  　　5,890,117,558円

　３.剰余金の配当が効力を生じる日
　　2025年６月23日

　当社は、ROE（親会社所有者帰属持分当期利益率）の向上を念頭において、中期的な連結利益水準を
ベースに、研究開発・販売投資・設備投資などの成長投資を行うとともに、株主の皆様への積極的な還元を
行います。株主還元は、継続的かつ安定的な配当を基本としますが、将来の成長投資のための適正な内部留保と
のバランスを考慮しながら、資本効率の向上を目的とした機動的な株主還元も適宜、実施してまいります。
　剰余金の処分につきましては、上記の方針及び財務状況等を勘案して、以下のとおりとさせていただき
たいと存じます。

当社は、2024年10月１日を効力発生日として、普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っており、
株式分割を考慮しない期末配当は1株につき39円となります。これにより、中間配当（1株につき37円）を
加えた株式分割を考慮しない年間配当金は、1株につき76円となります。

第1号議案　剰余金の処分の件

第2号議案　取締役8名選任の件
　本株主総会終結の時をもって取締役7名全員が任期満了となりますので、取締役8名の選任をお願いす
るものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者一覧
候補者
番号

現在の地位
及び担当

当事業年度の
取締役会出席率

当事業年度の
委員会出席率

取締役に選任された場合の
委員会委員への就任予定

１

２

３

４

５

６

７

8

氏 名

な か   た 　   た く   や

や ま  う ら 　  あつし

P a u l   C a n d l a n d

し の  は ら    ひ ろ  み ち

よ し  ざ わ    な お   こ

 え   ば た    な    ほ

 い   と う   し ゅ う  じ

 の   が み    さ い  も ん

再任

再任

社外取締役 独立役員

社外取締役 独立役員

社外取締役 独立役員

社外取締役 独立役員

社外取締役 独立役員

社外取締役 独立役員

再任

再任

再任

再任

中田 卓也

山浦 敦

ポール・キャンドランド

篠原 弘道

吉澤 尚子

江幡 奈歩

伊藤 秀二

野上 宰門

指名委員会 100%
（4回中4回）
報酬委員会 100%
（4回中4回）

指名委員会 100%
（4回中4回）
報酬委員会 100%
（5回中5回）
指名委員会 100%
（4回中4回）
報酬委員会 100%
（5回中5回）

監査委員会 100%
（17回中17回）

100％
（13回中13回）

100％
（11回中11回）

100％
（13回中13回）

100％
（13回中13回）

100％
（13回中13回）

取締役会長
指名委員
報酬委員

取締役
代表執行役社長

社外取締役
指名委員
報酬委員（委員長）

社外取締役
指名委員（委員長）
報酬委員

社外取締役
監査委員

監査委員会 100%
（17回中17回）

100％
（13回中13回）

社外取締役
監査委員

指名委員

指名委員
報酬委員（委員長）

指名委員（委員長）
報酬委員

指名委員
報酬委員

監査委員

監査委員

新任

新任 監査委員（委員長）

（注）中田卓也は、2024年6月24日開催の第200期定時株主総会終結の時をもって報酬委員を退任しましたが、報酬委員である取締役が
辞任したことに伴い、2024年10月3日付で報酬委員に就任しました。
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

期末配当に関する事項
　１.配当財産の種類  
　　金銭といたします。

　２.株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　　当社普通株式1株につき　　　　　　　13円
　　配当総額　　　　　  　　5,890,117,558円

　３.剰余金の配当が効力を生じる日
　　2025年６月23日

　当社は、ROE（親会社所有者帰属持分当期利益率）の向上を念頭において、中期的な連結利益水準を
ベースに、研究開発・販売投資・設備投資などの成長投資を行うとともに、株主の皆様への積極的な還元を
行います。株主還元は、継続的かつ安定的な配当を基本としますが、将来の成長投資のための適正な内部留保と
のバランスを考慮しながら、資本効率の向上を目的とした機動的な株主還元も適宜、実施してまいります。
　剰余金の処分につきましては、上記の方針及び財務状況等を勘案して、以下のとおりとさせていただき
たいと存じます。

当社は、2024年10月１日を効力発生日として、普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っており、
株式分割を考慮しない期末配当は1株につき39円となります。これにより、中間配当（1株につき37円）を
加えた株式分割を考慮しない年間配当金は、1株につき76円となります。

第1号議案　剰余金の処分の件

第2号議案　取締役8名選任の件
　本株主総会終結の時をもって取締役7名全員が任期満了となりますので、取締役8名の選任をお願いす
るものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者一覧
候補者
番号

現在の地位
及び担当

当事業年度の
取締役会出席率

当事業年度の
委員会出席率

取締役に選任された場合の
委員会委員への就任予定

１

２

３

４

５

６

７

8
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再任

再任

社外取締役 独立役員

社外取締役 独立役員

社外取締役 独立役員

社外取締役 独立役員

社外取締役 独立役員

社外取締役 独立役員

再任

再任

再任

再任

中田 卓也

山浦 敦

ポール・キャンドランド

篠原 弘道

吉澤 尚子

江幡 奈歩

伊藤 秀二

野上 宰門

指名委員会 100%
（4回中4回）
報酬委員会 100%
（4回中4回）

指名委員会 100%
（4回中4回）
報酬委員会 100%
（5回中5回）
指名委員会 100%
（4回中4回）
報酬委員会 100%
（5回中5回）

監査委員会 100%
（17回中17回）

100％
（13回中13回）

100％
（11回中11回）

100％
（13回中13回）

100％
（13回中13回）

100％
（13回中13回）

取締役会長
指名委員
報酬委員

取締役
代表執行役社長

社外取締役
指名委員
報酬委員（委員長）

社外取締役
指名委員（委員長）
報酬委員

社外取締役
監査委員

監査委員会 100%
（17回中17回）

100％
（13回中13回）

社外取締役
監査委員

指名委員

指名委員
報酬委員（委員長）

指名委員（委員長）
報酬委員

指名委員
報酬委員

監査委員

監査委員

新任

新任 監査委員（委員長）

（注）中田卓也は、2024年6月24日開催の第200期定時株主総会終結の時をもって報酬委員を退任しましたが、報酬委員である取締役が
辞任したことに伴い、2024年10月3日付で報酬委員に就任しました。
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■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
当社入社
同　ＰＡ・ＤＭＩ事業部長
同　執行役員
同　取締役 執行役員
ヤマハコーポレーションオブアメリカ取締役社長
当社上席執行役員
同　代表取締役社長
ヤマハ発動機株式会社取締役（社外取締役）
一般財団法人ヤマハ音楽振興会理事長（現）
当社取締役 代表執行役社長
同　取締役会長（現）

４月
１０月
６月
６月
４月
６月
６月
３月
6月
6月
4月

1981年
2005年
2006年
2009年
2010年
2010年
2013年
2014年
2015年
2017年
2024年

■所有する当社株式の数
290,700株

■取締役在任年数
13年間（本総会終結時）

■委員会への出席状況
指名委員会4回中4回（100%）
報酬委員会4回中4回（100%）

■取締役会への出席状況
１3回中１3回（100%）

候補者
番号 1 中田 卓也

なか　　 た　　      たく　　 や

（１９５８年６月８日生） 再任

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
これまでPA・DMI事業部長、ヤマハコーポレーションオブアメリカ取締役社長を歴任する等、事業における豊富な経験と実績
並びに幅広い見識を有しております。 
2013年6月から代表取締役社長、指名委員会等設置会社移行後の2017年６月からは取締役代表執行役社長として当社
グループを牽引してきました。また、指名委員会等設置会社への移行等コーポレートガバナンス改革を主導し、取締役会の監督
機能の強化に努めてきました。
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
当社入社
同　音響開発統括部音響技術開発部長
同　楽器開発統括部電子楽器開発部長
同　楽器事業本部電子楽器事業部長
同　執行役員
同　執行役 楽器事業本部長
同　執行役 楽器・音響営業本部副本部長 兼
　　ヤマハ楽器音響（中国）投資有限公司総経理
同　代表執行役社長
同　取締役 代表執行役社長（現）

4月
4月
10月
4月
４月
4月
4月

4月
6月

1992年
2015年
2016年
2019年
2021年
2022年
2023年

2024年
2024年

■所有する当社株式の数
58,052株

■取締役在任年数
1年（本総会終結時）

■取締役会への出席状況
11回中11回（100%）

■委員会への出席状況
ー

候補者
番号 2 山浦 敦

やま　   うら        あつし

（１９６７年８月１９日生）

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
これまで新規事業の開発経験、電子楽器事業部長、楽器事業本部長、ヤマハ楽器音響（中国）投資有限公司総経理等、
事業における豊富な経験と実績並びに幅広い見識を有しております。
2024年4月から代表執行役社長、同年6月からは取締役代表執行役社長として当社グループを牽引しております。
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。
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■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
当社入社
同　ＰＡ・ＤＭＩ事業部長
同　執行役員
同　取締役 執行役員
ヤマハコーポレーションオブアメリカ取締役社長
当社上席執行役員
同　代表取締役社長
ヤマハ発動機株式会社取締役（社外取締役）
一般財団法人ヤマハ音楽振興会理事長（現）
当社取締役 代表執行役社長
同　取締役会長（現）

４月
１０月
６月
６月
４月
６月
６月
３月
6月
6月
4月

1981年
2005年
2006年
2009年
2010年
2010年
2013年
2014年
2015年
2017年
2024年

■所有する当社株式の数
290,700株

■取締役在任年数
13年間（本総会終結時）

■委員会への出席状況
指名委員会4回中4回（100%）
報酬委員会4回中4回（100%）

■取締役会への出席状況
１3回中１3回（100%）

候補者
番号 1 中田 卓也

なか　　 た　　      たく　　 や

（１９５８年６月８日生） 再任

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
これまでPA・DMI事業部長、ヤマハコーポレーションオブアメリカ取締役社長を歴任する等、事業における豊富な経験と実績
並びに幅広い見識を有しております。 
2013年6月から代表取締役社長、指名委員会等設置会社移行後の2017年６月からは取締役代表執行役社長として当社
グループを牽引してきました。また、指名委員会等設置会社への移行等コーポレートガバナンス改革を主導し、取締役会の監督
機能の強化に努めてきました。
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
当社入社
同　音響開発統括部音響技術開発部長
同　楽器開発統括部電子楽器開発部長
同　楽器事業本部電子楽器事業部長
同　執行役員
同　執行役 楽器事業本部長
同　執行役 楽器・音響営業本部副本部長 兼
　　ヤマハ楽器音響（中国）投資有限公司総経理
同　代表執行役社長
同　取締役 代表執行役社長（現）

4月
4月
10月
4月
４月
4月
4月

4月
6月

1992年
2015年
2016年
2019年
2021年
2022年
2023年

2024年
2024年

■所有する当社株式の数
58,052株

■取締役在任年数
1年（本総会終結時）

■取締役会への出席状況
11回中11回（100%）

■委員会への出席状況
ー

候補者
番号 2 山浦 敦

やま　   うら        あつし

（１９６７年８月１９日生）

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
これまで新規事業の開発経験、電子楽器事業部長、楽器事業本部長、ヤマハ楽器音響（中国）投資有限公司総経理等、
事業における豊富な経験と実績並びに幅広い見識を有しております。
2024年4月から代表執行役社長、同年6月からは取締役代表執行役社長として当社グループを牽引しております。
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。
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■委員会への出席状況
指名委員会4回中4回（100%）
報酬委員会5回中5回（100%）

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
オーウェンス・コーニング社入社
ペプシコ社入社
沖縄ペプシコーラ社 社長
ペプシコインターナショナル日本支社代表
ディズニーストア・ジャパン株式会社代表取締役総支配人
ウォルト・ディズニー・ジャパン株式会社
ウォルト・ディズニー・テレビジョン・インターナショナルジャパンマネージングディレクター
ウォルト・ディズニー・ジャパン株式会社代表取締役社長
ウォルト・ディズニー・カンパニー・アジアプレジデント
PMC Partners株式会社 マネージングディレクター（現）
当社社外取締役（現）
エイジオブラーニング社CEO
株式会社電通グループ　社外取締役（現）

6月
4月
11月
4月
11月
4月

6月
7月
9月
6月
9月
3月

1985年
1987年
1994年
1998年
1998年
2002年

2007年
2014年
2018年
2019年
2019年
2022年

■所有する当社株式の数
3,400株

■取締役在任年数
6年間（本総会終結時）

■取締役会への出席状況
13回中13回（100％）

候補者
番号 3 ポール・キャンドランド（1958年12月4日生）

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
グローバルエンターテインメント企業のアジア地区及び日本法人の責任者として経営に携わる等、経営者としての豊富な
経験と実績並びに幅広い見識とともに、ブランド、マーケティングに関する幅広い知見を有しております。 
2019年6月の当社社外取締役就任後は、経営者としての豊富な実績・見識等に基づき、実効性の高い監督とともに経営の
大きな方向性の決定や執行の迅速果断な意思決定の後押しを行ってきました。 
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。

■独立性について
当社とポール・キャンドランド氏が代表を務めるPMC Partners株式会社との間に取引関係はなく、また相互に主要株主にも
該当しません。
当社は、ポール・キャンドランド氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出ております。

再任 独立役員社外取締役
Paul Candland

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
日本電信電話公社入社
日本電信電話株式会社アクセスサービスシステム研究所長
同　情報流通基盤総合研究所長
同　取締役 研究企画部門長
同　常務取締役 研究企画部門長
同　代表取締役副社長 研究企画部門長
同　取締役会長
当社社外取締役（現）
株式会社みずほフィナンシャルグループ社外取締役（現）

4月
6月
6月
6月
6月
6月
6月
6月
6月

1978年
2003年
2007年
2009年
2012年
2014年
2018年
2021年
2023年

■所有する当社株式の数
3,400株

■取締役在任年数
4年間（本総会終結時）

■取締役会への出席状況
13回中13回 (100%)

候補者
番号 4 篠原 弘道

しの     はら          ひろ　　みち

（1954年3月15日生） 独立役員社外取締役

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
日本を代表するグローバル通信・ICT企業において代表取締役として経営に携わる等、経営者としての豊富な経験と実績
並びに幅広い見識とともに、通信システム、エレクトロニクス等に関する幅広く深い知見を有しております。 
2021年6月の当社社外取締役就任後は、経営者としての豊富な実績・見識等に基づき、実効性の高い監督とともに経営の
大きな方向性の決定や執行の迅速果断な意思決定の後押しを行ってきました。 
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。

■独立性について
当社は、篠原弘道氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出ております。

■委員会への出席状況
指名委員会4回中4回（100%）
報酬委員会5回中5回（100%）
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■委員会への出席状況
指名委員会4回中4回（100%）
報酬委員会5回中5回（100%）

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
オーウェンス・コーニング社入社
ペプシコ社入社
沖縄ペプシコーラ社 社長
ペプシコインターナショナル日本支社代表
ディズニーストア・ジャパン株式会社代表取締役総支配人
ウォルト・ディズニー・ジャパン株式会社
ウォルト・ディズニー・テレビジョン・インターナショナルジャパンマネージングディレクター
ウォルト・ディズニー・ジャパン株式会社代表取締役社長
ウォルト・ディズニー・カンパニー・アジアプレジデント
PMC Partners株式会社 マネージングディレクター（現）
当社社外取締役（現）
エイジオブラーニング社CEO
株式会社電通グループ　社外取締役（現）

6月
4月
11月
4月
11月
4月

6月
7月
9月
6月
9月
3月

1985年
1987年
1994年
1998年
1998年
2002年

2007年
2014年
2018年
2019年
2019年
2022年

■所有する当社株式の数
3,400株

■取締役在任年数
6年間（本総会終結時）

■取締役会への出席状況
13回中13回（100％）

候補者
番号 3 ポール・キャンドランド（1958年12月4日生）

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
グローバルエンターテインメント企業のアジア地区及び日本法人の責任者として経営に携わる等、経営者としての豊富な
経験と実績並びに幅広い見識とともに、ブランド、マーケティングに関する幅広い知見を有しております。 
2019年6月の当社社外取締役就任後は、経営者としての豊富な実績・見識等に基づき、実効性の高い監督とともに経営の
大きな方向性の決定や執行の迅速果断な意思決定の後押しを行ってきました。 
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。

■独立性について
当社とポール・キャンドランド氏が代表を務めるPMC Partners株式会社との間に取引関係はなく、また相互に主要株主にも
該当しません。
当社は、ポール・キャンドランド氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出ております。

再任 独立役員社外取締役
Paul Candland

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
日本電信電話公社入社
日本電信電話株式会社アクセスサービスシステム研究所長
同　情報流通基盤総合研究所長
同　取締役 研究企画部門長
同　常務取締役 研究企画部門長
同　代表取締役副社長 研究企画部門長
同　取締役会長
当社社外取締役（現）
株式会社みずほフィナンシャルグループ社外取締役（現）

4月
6月
6月
6月
6月
6月
6月
6月
6月

1978年
2003年
2007年
2009年
2012年
2014年
2018年
2021年
2023年

■所有する当社株式の数
3,400株

■取締役在任年数
4年間（本総会終結時）

■取締役会への出席状況
13回中13回 (100%)

候補者
番号 4 篠原 弘道

しの     はら          ひろ　　みち

（1954年3月15日生） 独立役員社外取締役

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
日本を代表するグローバル通信・ICT企業において代表取締役として経営に携わる等、経営者としての豊富な経験と実績
並びに幅広い見識とともに、通信システム、エレクトロニクス等に関する幅広く深い知見を有しております。 
2021年6月の当社社外取締役就任後は、経営者としての豊富な実績・見識等に基づき、実効性の高い監督とともに経営の
大きな方向性の決定や執行の迅速果断な意思決定の後押しを行ってきました。 
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。

■独立性について
当社は、篠原弘道氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出ております。

■委員会への出席状況
指名委員会4回中4回（100%）
報酬委員会5回中5回（100%）
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■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
富士通株式会社入社
同　モバイルフォン事業本部統括部長
米国富士通研究所グローバル開発センター長
富士通株式会社アドバンストシステム開発本部長代理 兼 AI推進室長
同　執行役員 AI基盤事業本部長
同　執行役員常務 デジタルサービス部門副部門長
同　執行役員常務 兼 FUJITSU Intelligence Technology Ltd. CEO
同　執行役員常務
　　デジタルソフトウェア&ソリューションビジネスグループエバンジェリスト

株式会社ナレッジピース取締役（現）
株式会社ニトリホールディングス社外取締役（現）
当社社外取締役（現）

8月
9月
10月
4月
4月
4月
9月
11月

10月
5月
6月

1988年
2009年
2011年
2016年
2017年
2018年
2018年
2019年

2020年
2021年
2021年

■所有する当社株式の数
0株

■取締役在任年数
4年間（本総会終結時）

■取締役会への出席状況
13回中13回 (100%)

候補者
番号 5 吉澤 尚子

 よし      ざわ        なお      こ

（1964年5月29日生） 独立役員社外取締役

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
日本を代表するグローバルエレクトロニクス・ICT企業において執行役員や海外グループ企業のCEOとして経営に携わる等、
経営者としての豊富な経験と実績並びに幅広い見識とともに、デジタル、AI技術等に関する高い専門性を有しております。 
2021年6月の当社社外取締役就任後は、経営者としての豊富な実績・見識等に基づき、実効性の高い監督とともに経営の
大きな方向性の決定や執行の迅速果断な意思決定の後押しを行ってきました。 
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。

■独立性について
当社と吉澤尚子氏が取締役として在任している株式会社ナレッジピースとの間に取引関係はなく、また相互に主要株主にも
該当しません。
当社は、吉澤尚子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出ております。

再任

■委員会への出席状況
監査委員会17回中17回（100%）

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
弁護士登録　阿部・井窪・片山法律事務所入所
特許庁総務部総務課制度改正審議室法制専門官
阿部・井窪・片山法律事務所パートナー（現）
株式会社アビスト社外取締役（監査等委員）（現）
株式会社スリー・ディー・マトリックス仮監査役（一時監査役職務代行者）
株式会社Brave group社外監査役（現）
当社社外取締役（現） 

10月
7月
1月
12月
11月
12月
6月

2000年
2004年
2008年
2020年
2022年
2022年
2023年■所有する当社株式の数

0株

■取締役在任年数
2年間（本総会終結時）

■取締役会への出席状況
13回中13回 (100%)

候補者
番号 6 江幡 奈歩

 え       ばた          な        ほ

（1975年11月２日生） 独立役員社外取締役

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
弁護士として国内及び海外の企業法務や企業統治、また知的財産分野に精通する等、高い専門性や豊富な経験と実績
並びに幅広い見識を有しております。 
2023年6月の当社社外取締役就任後は、高い専門性と豊富な実績・見識等に基づき、実効性の高い監督とともに経営の
大きな方向性の決定や執行の迅速果断な意思決定の後押しを行ってきました。 
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。

■独立性について
当社と江幡奈歩氏がパートナーを務める阿部・井窪・片山法律事務所との間に取引関係はありません。
当社は、江幡奈歩氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出ております。

（注）江幡奈歩氏の戸籍上の氏名は、貴田奈歩です。

再任

■委員会への出席状況
監査委員会17回中17回（100%）
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■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
富士通株式会社入社
同　モバイルフォン事業本部統括部長
米国富士通研究所グローバル開発センター長
富士通株式会社アドバンストシステム開発本部長代理 兼 AI推進室長
同　執行役員 AI基盤事業本部長
同　執行役員常務 デジタルサービス部門副部門長
同　執行役員常務 兼 FUJITSU Intelligence Technology Ltd. CEO
同　執行役員常務
　　デジタルソフトウェア&ソリューションビジネスグループエバンジェリスト

株式会社ナレッジピース取締役（現）
株式会社ニトリホールディングス社外取締役（現）
当社社外取締役（現）

8月
9月
10月
4月
4月
4月
9月
11月

10月
5月
6月

1988年
2009年
2011年
2016年
2017年
2018年
2018年
2019年

2020年
2021年
2021年

■所有する当社株式の数
0株

■取締役在任年数
4年間（本総会終結時）

■取締役会への出席状況
13回中13回 (100%)

候補者
番号 5 吉澤 尚子

 よし      ざわ        なお      こ

（1964年5月29日生） 独立役員社外取締役

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
日本を代表するグローバルエレクトロニクス・ICT企業において執行役員や海外グループ企業のCEOとして経営に携わる等、
経営者としての豊富な経験と実績並びに幅広い見識とともに、デジタル、AI技術等に関する高い専門性を有しております。 
2021年6月の当社社外取締役就任後は、経営者としての豊富な実績・見識等に基づき、実効性の高い監督とともに経営の
大きな方向性の決定や執行の迅速果断な意思決定の後押しを行ってきました。 
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。

■独立性について
当社と吉澤尚子氏が取締役として在任している株式会社ナレッジピースとの間に取引関係はなく、また相互に主要株主にも
該当しません。
当社は、吉澤尚子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出ております。

再任

■委員会への出席状況
監査委員会17回中17回（100%）

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
弁護士登録　阿部・井窪・片山法律事務所入所
特許庁総務部総務課制度改正審議室法制専門官
阿部・井窪・片山法律事務所パートナー（現）
株式会社アビスト社外取締役（監査等委員）（現）
株式会社スリー・ディー・マトリックス仮監査役（一時監査役職務代行者）
株式会社Brave group社外監査役（現）
当社社外取締役（現） 

10月
7月
1月
12月
11月
12月
6月

2000年
2004年
2008年
2020年
2022年
2022年
2023年■所有する当社株式の数

0株

■取締役在任年数
2年間（本総会終結時）

■取締役会への出席状況
13回中13回 (100%)

候補者
番号 6 江幡 奈歩

 え       ばた          な        ほ

（1975年11月２日生） 独立役員社外取締役

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
弁護士として国内及び海外の企業法務や企業統治、また知的財産分野に精通する等、高い専門性や豊富な経験と実績
並びに幅広い見識を有しております。 
2023年6月の当社社外取締役就任後は、高い専門性と豊富な実績・見識等に基づき、実効性の高い監督とともに経営の
大きな方向性の決定や執行の迅速果断な意思決定の後押しを行ってきました。 
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。

■独立性について
当社と江幡奈歩氏がパートナーを務める阿部・井窪・片山法律事務所との間に取引関係はありません。
当社は、江幡奈歩氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出ております。

（注）江幡奈歩氏の戸籍上の氏名は、貴田奈歩です。

再任

■委員会への出席状況
監査委員会17回中17回（100%）
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■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
カルビー株式会社入社
同　執行役員 東日本カンパニーＣＯＯ
同　取締役執行役員 じゃがりこカンパニーＣＯＯ
同　取締役常務執行役員・ＣＭＯ マーケティンググループコントローラー
同　代表取締役社長・ＣＯＯ
同　代表取締役社長・ＣＥＯ
同　取締役
東北電力株式会社社外取締役（現）

3月
7月
6月
6月
6月
6月
4月
6月

1979年
2001年
2004年
2006年
2009年
2018年
2023年
2024年

■所有する当社株式の数
0株

■取締役在任年数
ー

■取締役会への出席状況
ー

候補者
番号 7 伊藤 秀二

 い       とう        しゅう      じ

（1957年2月25日生） 独立役員社外取締役

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
日本を代表する菓子・食品メーカーにおいて代表取締役社長・CEOとして経営に携わる等、経営者としての豊富な経験と
実績並びに幅広い見識とともに、マーケティングに関する深い知見を有しております。
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。

■独立性について
当社は、伊藤秀二氏が取締役として選任された場合、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に
届け出る予定です。

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
日本精工株式会社入社
同　執行役 産業機械事業本部副本部長
同　取締役 執行役常務 経営企画本部長　
同　取締役 代表執行役専務 コーポレート経営本部長
同　取締役 代表執行役専務・CFO コーポレート経営本部長
同　取締役 代表執行役副社長・CFO
同　取締役（現）
安田倉庫株式会社社外取締役（現）

4月
6月
6月
6月
6月
4月
4月
6月

1984年
2011年
2013年
2015年
2017年
2019年
2023年
2024年

■所有する当社株式の数
0株

■取締役在任年数
ー

■取締役会への出席状況
ー

候補者
番号 8 野上 宰門

の        がみ         さい      もん

（1960年9月19日生） 独立役員社外取締役

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
日本を代表するグローバル産業機械メーカーにおいて代表執行役として経営に携わる等、経営者としての豊富な経験と
実績並びに幅広い見識とともに、経営企画、財務に関する深い知見を有しております。
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。

■独立性について
当社と野上宰門氏が取締役を務める日本精工株式会社との間に取引関係はなく、また相互に主要株主にも該当しません。
当社は、野上宰門氏が取締役として選任された場合、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に
届け出る予定です。
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■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
カルビー株式会社入社
同　執行役員 東日本カンパニーＣＯＯ
同　取締役執行役員 じゃがりこカンパニーＣＯＯ
同　取締役常務執行役員・ＣＭＯ マーケティンググループコントローラー
同　代表取締役社長・ＣＯＯ
同　代表取締役社長・ＣＥＯ
同　取締役
東北電力株式会社社外取締役（現）

3月
7月
6月
6月
6月
6月
4月
6月

1979年
2001年
2004年
2006年
2009年
2018年
2023年
2024年

■所有する当社株式の数
0株

■取締役在任年数
ー

■取締役会への出席状況
ー

候補者
番号 7 伊藤 秀二

 い       とう        しゅう      じ

（1957年2月25日生） 独立役員社外取締役

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
日本を代表する菓子・食品メーカーにおいて代表取締役社長・CEOとして経営に携わる等、経営者としての豊富な経験と
実績並びに幅広い見識とともに、マーケティングに関する深い知見を有しております。
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。

■独立性について
当社は、伊藤秀二氏が取締役として選任された場合、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に
届け出る予定です。

■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
日本精工株式会社入社
同　執行役 産業機械事業本部副本部長
同　取締役 執行役常務 経営企画本部長　
同　取締役 代表執行役専務 コーポレート経営本部長
同　取締役 代表執行役専務・CFO コーポレート経営本部長
同　取締役 代表執行役副社長・CFO
同　取締役（現）
安田倉庫株式会社社外取締役（現）

4月
6月
6月
6月
6月
4月
4月
6月

1984年
2011年
2013年
2015年
2017年
2019年
2023年
2024年

■所有する当社株式の数
0株

■取締役在任年数
ー

■取締役会への出席状況
ー

候補者
番号 8 野上 宰門

の        がみ         さい      もん

（1960年9月19日生） 独立役員社外取締役

■取締役候補者とした理由及び期待される役割
日本を代表するグローバル産業機械メーカーにおいて代表執行役として経営に携わる等、経営者としての豊富な経験と
実績並びに幅広い見識とともに、経営企画、財務に関する深い知見を有しております。
これらの実績・見識等より取締役会の更なる監督機能の強化を期待できることから取締役候補としております。

■独立性について
当社と野上宰門氏が取締役を務める日本精工株式会社との間に取引関係はなく、また相互に主要株主にも該当しません。
当社は、野上宰門氏が取締役として選任された場合、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に
届け出る予定です。
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(注)

当社は、取締役を含む当社役員等を被保険者として会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償
責任保険契約を保険会社との間で締結しております。役員等が株主や第三者等から損害賠償請求を提
起された場合において負担することとなる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約により補填
することとしており、各取締役候補者は当該保険契約の被保険者に含まれることとなります。また、当該
保険契約の次回更新時には同程度の内容での更新を予定しております。

3.役員等賠償責任保険契約の内容の概要

中田卓也氏は、一般財団法人ヤマハ音楽振興会の理事長を兼職し、当社は同財団法人と業務受託取引等
があります。
篠原弘道氏は、株式会社みずほフィナンシャルグループの社外取締役を兼職し、同社の子会社である
株式会社みずほ銀行は、当社の取引金融機関です。

1.取締役候補者と当社との間の特別の利害関係
取締役候補者のうち、当社との間に特別の利害関係を有する者は以下のとおりであります。
①

②

当社は、ポール・キャンドランド、篠原弘道、吉澤尚子及び江幡奈歩の各氏と会社法第423条第1項の賠償
責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令で定める最低限度額と
なっております。各氏の再任が承認された場合、当社は各氏との間の上記責任限定契約を継続する予定で
あります。
伊藤秀二及び野上宰門の各氏が取締役に選任された場合、当社は各氏と会社法第423条第1項の賠償
責任を限定する契約を締結し、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令で定める最低限度額とする予
定であります。

2.責任限定契約の内容の概要

次のａ～ｃのいずれかに該当する者の近親者（二親等以内の親族） 
ａ　②～④に掲げる者
ｂ　当社又はその子会社の業務執行者
ｃ　取締役に選任された直近の株主総会終結時において前ｂに該当していた者

⑥

当社は、次の各号に該当する者を原則として独立役員に指定いたしません。また、独立役員に指定した後、
次の各号に該当する者となった場合、独立役員の指定を解除いたします。

１．

会社法で定める社外取締役の資格要件を満たさない者①

当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専
門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいいます。）
「多額の金銭その他の財産」とは、当社グループの支払額（非金銭対価の場合は、支払時の時価評価額）が、
直近過去3年間のいずれかの事業年度において1千万円を超える支払のある場合をいいます。

⑤
当社グループとの間で、取締役、監査役の相互派遣の関係にある者④

当社の主要株主である者もしくはその業務執行者、あるいは当社が主要株主となる会社の取締役又は監査役
「主要株主」とは、発行済株式総数の10％を超えて株式・持分を保有する者をいいます。

③

当社グループを主要な取引先とする者もしくはその業務執行者又は当社グループの主要な取引先もしくは
その業務執行者
「主要な取引先」とは、年間取引総額が、直近過去3年間のいずれかの事業年度において、当社グループが、当該
取引先グループから対価を受け取る場合は当社の連結売上高の2％を超え、当該取引先グループに対価の支
払をする場合は当該取引先の連結売上高の2％を超える取引先グループ並びに取引銀行上位5行をいいます。

②

当社の独立役員指定基準

②～⑥に該当する場合であっても、実質的に、一般株主と利益相反が生じるおそれがないと明らかに判断
できる場合には、その理由を付して独立役員に指定し、あるいは指定の解除をしないことができます。

2．

　取締役候補者の選任に関して、指名委員会は、取締役に求められる役割に応じ定義した基本的資質、
コンピテンシー、経験・実績等の人材要件に基づき候補者を選任し、株主総会に提出する選任議案の内容を
決定いたします。
　指名、監査及び報酬委員会の委員及び委員長の選定に関して、指名委員会は、委員会の役割に応じ定義した
人材要件に基づき候補者を選定し、取締役会に提出する選定議案の内容を決定いたします。なお、監査委員会委
員及び委員長候補の選定に関しては、事前に監査委員会に意見聴取を行います。
　指名委員会は、執行役に求められる役割に応じ定義した基本的資質、コンピテンシー、経験・実績等の人材要
件に基づき候補者を選任し、取締役会に提出する選任議案の内容を決定いたします。

取締役等の指名・選任

取締役候補者が有している専門性
取締役候補者

社外

社外

社外

社外

社外

社外

 

●

●

法務・リスク
マネジメント

 

●

財務・会計

●

●

●

●

●
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●

●

●

●

●

製造・技術
研究開発

●

●

●

マーケティング
営業

●

●

●

●

●

●

●

●

グローバル

●

●

●

●

●

●

●

企業経営

中田 卓也

山浦 敦

ポール・キャンドランド

篠原 弘道

吉澤 尚子

江幡 奈歩

伊藤 秀二

野上 宰門

なか  た　   たく   や

やま うら　 あつし

P a u l    C a n d l a n d

しの  はら    ひろ みち

よし  ざわ    なお  こ

 え   ばた     な    ほ

 い   とう  しゅう  じ

 の   がみ    さい もん

取締役会の構成
　取締役会は、必要な識見、高い倫理観、公正さ、誠実さを有し、専門知識や経験等において多様な取締役で構成
されるものといたします。取締役会の議長は、非業務執行の取締役会長が務め、取締役会の監督機能を高めてい
ます。取締役の人数は、取締役会の機能が効果的・効率的に発揮できる人数といたします。また、透明性、客観性の
高い監督機能を発揮するため、取締役会の相当割合を独立社外取締役といたします。
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(注)

当社は、取締役を含む当社役員等を被保険者として会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償
責任保険契約を保険会社との間で締結しております。役員等が株主や第三者等から損害賠償請求を提
起された場合において負担することとなる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約により補填
することとしており、各取締役候補者は当該保険契約の被保険者に含まれることとなります。また、当該
保険契約の次回更新時には同程度の内容での更新を予定しております。

3.役員等賠償責任保険契約の内容の概要

中田卓也氏は、一般財団法人ヤマハ音楽振興会の理事長を兼職し、当社は同財団法人と業務受託取引等
があります。
篠原弘道氏は、株式会社みずほフィナンシャルグループの社外取締役を兼職し、同社の子会社である
株式会社みずほ銀行は、当社の取引金融機関です。

1.取締役候補者と当社との間の特別の利害関係
取締役候補者のうち、当社との間に特別の利害関係を有する者は以下のとおりであります。
①

②

当社は、ポール・キャンドランド、篠原弘道、吉澤尚子及び江幡奈歩の各氏と会社法第423条第1項の賠償
責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令で定める最低限度額と
なっております。各氏の再任が承認された場合、当社は各氏との間の上記責任限定契約を継続する予定で
あります。
伊藤秀二及び野上宰門の各氏が取締役に選任された場合、当社は各氏と会社法第423条第1項の賠償
責任を限定する契約を締結し、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令で定める最低限度額とする予
定であります。

2.責任限定契約の内容の概要

次のａ～ｃのいずれかに該当する者の近親者（二親等以内の親族） 
ａ　②～④に掲げる者
ｂ　当社又はその子会社の業務執行者
ｃ　取締役に選任された直近の株主総会終結時において前ｂに該当していた者

⑥

当社は、次の各号に該当する者を原則として独立役員に指定いたしません。また、独立役員に指定した後、
次の各号に該当する者となった場合、独立役員の指定を解除いたします。

１．

会社法で定める社外取締役の資格要件を満たさない者①

当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専
門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいいます。）
「多額の金銭その他の財産」とは、当社グループの支払額（非金銭対価の場合は、支払時の時価評価額）が、
直近過去3年間のいずれかの事業年度において1千万円を超える支払のある場合をいいます。

⑤
当社グループとの間で、取締役、監査役の相互派遣の関係にある者④

当社の主要株主である者もしくはその業務執行者、あるいは当社が主要株主となる会社の取締役又は監査役
「主要株主」とは、発行済株式総数の10％を超えて株式・持分を保有する者をいいます。

③

当社グループを主要な取引先とする者もしくはその業務執行者又は当社グループの主要な取引先もしくは
その業務執行者
「主要な取引先」とは、年間取引総額が、直近過去3年間のいずれかの事業年度において、当社グループが、当該
取引先グループから対価を受け取る場合は当社の連結売上高の2％を超え、当該取引先グループに対価の支
払をする場合は当該取引先の連結売上高の2％を超える取引先グループ並びに取引銀行上位5行をいいます。

②

当社の独立役員指定基準

②～⑥に該当する場合であっても、実質的に、一般株主と利益相反が生じるおそれがないと明らかに判断
できる場合には、その理由を付して独立役員に指定し、あるいは指定の解除をしないことができます。

2．

　取締役候補者の選任に関して、指名委員会は、取締役に求められる役割に応じ定義した基本的資質、
コンピテンシー、経験・実績等の人材要件に基づき候補者を選任し、株主総会に提出する選任議案の内容を
決定いたします。
　指名、監査及び報酬委員会の委員及び委員長の選定に関して、指名委員会は、委員会の役割に応じ定義した
人材要件に基づき候補者を選定し、取締役会に提出する選定議案の内容を決定いたします。なお、監査委員会委
員及び委員長候補の選定に関しては、事前に監査委員会に意見聴取を行います。
　指名委員会は、執行役に求められる役割に応じ定義した基本的資質、コンピテンシー、経験・実績等の人材要
件に基づき候補者を選任し、取締役会に提出する選任議案の内容を決定いたします。

取締役等の指名・選任

取締役候補者が有している専門性
取締役候補者

社外

社外

社外

社外

社外

社外
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法務・リスク
マネジメント
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●
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●

●

●

●

●
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●

グローバル
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●
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●

●

●

●

企業経営
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吉澤 尚子

江幡 奈歩
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取締役会の構成
　取締役会は、必要な識見、高い倫理観、公正さ、誠実さを有し、専門知識や経験等において多様な取締役で構成
されるものといたします。取締役会の議長は、非業務執行の取締役会長が務め、取締役会の監督機能を高めてい
ます。取締役の人数は、取締役会の機能が効果的・効率的に発揮できる人数といたします。また、透明性、客観性の
高い監督機能を発揮するため、取締役会の相当割合を独立社外取締役といたします。
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事業報告

１．企業集団の現況に関する事項
（１）事業の経過及びその成果

　当連結会計年度における経営環境を振り返ります
と、新型コロナウイルス感染症の収束後の巣ごもり
需要の反動による需要減、長引く中国経済の停滞、
エネルギー・原材料価格をはじめとする世界的な物
価上昇、加えて為替変動や地政学リスクの高まり等、
当社グループを取り巻く事業環境は、依然として先
行きが不透明な状況が続いております。

　このような環境の中で当社グループは、中期経営
計画「Make Waves 2.0」を「世界中の人々のここ
ろ豊かなくらし」の実現に向け、ポストコロナの新たな
社会で持続的な成長力を高める3年間と位置づけ、３
つの方針「事業基盤をより強くする」、「サステナビリ
ティを価値の源泉に」、「ともに働く仲間の活力最大
化」を掲げて各施策を進めてきました。財務目標につ
いては、市場・環境の急速な変化に対して十分に追
従できず構造改革を進めるも未達となりました。「環
境変化への迅速な対応力と成長への投資」が課題と
して明確になりました。また、中期経営計画で掲げた
非財務目標については、ピアノを主とした生産構造
改革によりインフラ設備投資は未達となりましたが、
他の目標については概ね達成することができました。

　３つの方針に沿って、具体的な進捗を説明いたします。

【事業基盤をより強くする】
　“顧客ともっと繫がる”では、ロンドン、横浜、渋谷で
お客様の体験価値を高める新しいブランド発信拠点
をオープンしました。また、デジタルミキサーを中心に
業務用音響機器の販売拡大や車載オーディオシステ
ムの日系自動車メーカーへの採用拡大など、事業ド
メイン拡大が着実に進みました。
　“新たな価値を創出する”では、2024年4月にヤマ
ハミュージックコネクトのポータルサイトを公開後、ヤマ
ハが提供する音楽体験「成長する」「表現する」「つなが
る」の3つの事業領域についてのサービス開発に注力
し、世界中のより多くのお客様に優れた顧客体験の提
供を開始しています。米国シリコンバレーに事業開発
拠点ヤマハミュージックイノベーションズを法人化し、
コーポレートベンチャーキャピタルを設立。他社との技
術提携や協業、新たなビジネスの探索に向けた仕組み
づくりが進みました。また、フィンガードラムパッドや
SEQTRAKなど音・音楽の愉しさを広げる個性豊かな
新商品も数多く生み出し、高い評価を得ました。
　“柔軟さと強靭さを備え持つ”では、顕在化した市場
環境の変化に迅速に対応し、将来の変動にも耐えうる
モノづくりを実現するため、アコースティック楽器を中
心とした製造拠点・インフラの最適化を進めました。

全般的事業の状況

（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

【サステナビリティを価値の源泉に】
　“地球と社会の未来を支えるバリューチェーンを築
く”では、生産拠点の電力監視システム導入による電
力の見える化や太陽光発電の増設など、省エネ活動
を促進しました。また、気候変動の情報開示評価にお
いて、前年に続き最高評価のCDP Aスコアを取得し
ました。2050年カーボンニュートラルを目指して一歩
ずつ取り組みが進んでいます。
　“快適なくらしへの貢献でブランド・競争力を向上
する”では、当社が開発するSoundUDを活用した多
言語アナウンスシステムの「おもてなしガイドfor Biz」
のサービスが「2025年大阪・関西万博」へ導入され
ました。会場内でのアナウンスにおいて「言葉の壁」の
ない未来のコミュニケーション環境を提供します。
　“音楽文化の普及・発展により市場を拡大する”で
は、「スクールプロジェクト」をコロンビア、フィリピン、
メキシコにも展開し、新興国の音楽教育普及累計
230万人の目標に対し3年目で425万人を達成し、

計画を大幅に上回るこ
とができました。国内
では、学校や地元楽器
店と協力しながら高校
軽音楽部の活動を支
援し、若年層の更なる
音楽文化の活性化に
努めています。

【ともに働く仲間の活力最大化】
　“働きがいを高める”では、タレントマネジメントシ
ステムを導入し、社員が自律的にキャリアを描くため

の仕組みを充実させました。今後も必要なスキル習
得に向けた人材育成支援をさらに強化し、働きがい
を高めていきます。
　“人権尊重とDE＆Iを推進する”では、女性リーダー
育成に向けた支援の充実、クロスボーダー配置の推
進など、多様な人材が活躍できる環境整備が進みまし
た。そのほか、性的マイノリティに関する取り組み評価
指標である「PRIDE指標2024」において「ゴールド」を
6年連続で受賞しました。今後も多様な人材一人ひと
りの個性を生かす風土づくりに努めていきます。
　“風通しがよく、皆が挑戦する組織風土を醸成す
る”では、組織間でのコミュ
ニケーションの活性化や
様々な対話の機会を積極的
につくり、互いをリスペクト
し心理的安全性の高い組織
風土を醸成しています。

　当連結会計年度の売上収益は、中国の市況低迷
による楽器販売の不振が続いたものの、法人向け音
響機器の需要増やデジタルピアノの販売回復に加
え、為替の円安による影響もあり、ほぼ前期並みの水
準を維持し、前期に対して8億円（0.2%）減少の
4,621億円となりました。事業利益は、実質減収によ
る減益を為替の円安による影響や生産構造改革効
果等でカバーし、前期に対し31億円（9.1%）増加の
367億円となりました。また、親会社の所有者に帰属
する当期利益は、ピアノ製造設備の減損等、構造改
革費用143億円を計上したことなどにより、163億
円（55.0%）減少の134億円となりました。音楽生活を豊かにするアプリケーション・サービスを提供「Yamaha Music Connect」

スクールプロジェクト メキシコでの授業

「PRIDE指標2024」ゴールドを受賞
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事業報告

１．企業集団の現況に関する事項
（１）事業の経過及びその成果
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改革によりインフラ設備投資は未達となりましたが、
他の目標については概ね達成することができました。

　３つの方針に沿って、具体的な進捗を説明いたします。
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拠点ヤマハミュージックイノベーションズを法人化し、
コーポレートベンチャーキャピタルを設立。他社との技
術提携や協業、新たなビジネスの探索に向けた仕組み
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SEQTRAKなど音・音楽の愉しさを広げる個性豊かな
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　“柔軟さと強靭さを備え持つ”では、顕在化した市場
環境の変化に迅速に対応し、将来の変動にも耐えうる
モノづくりを実現するため、アコースティック楽器を中
心とした製造拠点・インフラの最適化を進めました。

全般的事業の状況

（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

【サステナビリティを価値の源泉に】
　“地球と社会の未来を支えるバリューチェーンを築
く”では、生産拠点の電力監視システム導入による電
力の見える化や太陽光発電の増設など、省エネ活動
を促進しました。また、気候変動の情報開示評価にお
いて、前年に続き最高評価のCDP Aスコアを取得し
ました。2050年カーボンニュートラルを目指して一歩
ずつ取り組みが進んでいます。
　“快適なくらしへの貢献でブランド・競争力を向上
する”では、当社が開発するSoundUDを活用した多
言語アナウンスシステムの「おもてなしガイドfor Biz」
のサービスが「2025年大阪・関西万博」へ導入され
ました。会場内でのアナウンスにおいて「言葉の壁」の
ない未来のコミュニケーション環境を提供します。
　“音楽文化の普及・発展により市場を拡大する”で
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メキシコにも展開し、新興国の音楽教育普及累計
230万人の目標に対し3年目で425万人を達成し、

計画を大幅に上回るこ
とができました。国内
では、学校や地元楽器
店と協力しながら高校
軽音楽部の活動を支
援し、若年層の更なる
音楽文化の活性化に
努めています。

【ともに働く仲間の活力最大化】
　“働きがいを高める”では、タレントマネジメントシ
ステムを導入し、社員が自律的にキャリアを描くため

の仕組みを充実させました。今後も必要なスキル習
得に向けた人材育成支援をさらに強化し、働きがい
を高めていきます。
　“人権尊重とDE＆Iを推進する”では、女性リーダー
育成に向けた支援の充実、クロスボーダー配置の推
進など、多様な人材が活躍できる環境整備が進みまし
た。そのほか、性的マイノリティに関する取り組み評価
指標である「PRIDE指標2024」において「ゴールド」を
6年連続で受賞しました。今後も多様な人材一人ひと
りの個性を生かす風土づくりに努めていきます。
　“風通しがよく、皆が挑戦する組織風土を醸成す
る”では、組織間でのコミュ
ニケーションの活性化や
様々な対話の機会を積極的
につくり、互いをリスペクト
し心理的安全性の高い組織
風土を醸成しています。

　当連結会計年度の売上収益は、中国の市況低迷
による楽器販売の不振が続いたものの、法人向け音
響機器の需要増やデジタルピアノの販売回復に加
え、為替の円安による影響もあり、ほぼ前期並みの水
準を維持し、前期に対して8億円（0.2%）減少の
4,621億円となりました。事業利益は、実質減収によ
る減益を為替の円安による影響や生産構造改革効
果等でカバーし、前期に対し31億円（9.1%）増加の
367億円となりました。また、親会社の所有者に帰属
する当期利益は、ピアノ製造設備の減損等、構造改
革費用143億円を計上したことなどにより、163億
円（55.0%）減少の134億円となりました。音楽生活を豊かにするアプリケーション・サービスを提供「Yamaha Music Connect」

スクールプロジェクト メキシコでの授業

「PRIDE指標2024」ゴールドを受賞
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事業別状況

グランドピアノの表現にこだわった繊細な鍵盤とペダルの
タッチ、豊かな音の響きが特徴。本体形状にゆるやかな曲線
を盛り込み、アコースティックピアノのような佇まいを実現。
ヤマハ「CFX」とベーゼンドルファー「インペリアル」、世界に
名を馳せる2つのコンサートグランドピアノの音を搭載。

■電子ピアノ CLP-800シリーズ
新たな創造の可能性を広げる第2世代トランスアコース
ティック™ギターTAG3 C。高品位なエフェクト音に加え、
演奏フレーズを本体で録音・ループ再生しながらパフォー
マンスが行える「ルーパー」機能を新たに搭載。オーディオ
再生用のBluetooth®機能と合わせて音楽の創作プロセス
である「聴く」「弾く」「創る」をギター1本で実現。

■トランスアコースティック™ギターTAG3 C

世界中の数多くのトップアーティストから高い評価を獲得
したフラグシップモデルに、新たなラインナップが誕生。
真鍮製パーツを多く採用し、華やかな音色と自由度の高い
操作性を実現。クラシックのみならず、現代の多様な演奏
シーンで新たな可能性をもたらす、新時代のトランペット。

■トランペット Xenoアーティストモデル BRタイプ
YEV104/YEV105の基本性能をベースに、ステージ
ユースを意識した存在感のあるスタイリッシュな外観と高い
操作性を持った仕様にアップグレード。演奏感は限りなく
アコースティックバイオリンに近づき、さらに豊かな響きを
実現。演奏者がアコースティックバイオリンで培った表現を
最大限に引き出し、見るものの心を惹きつける。

■ YEV104PRO/YEV105PRO

［売上収益］

楽器事業

［事業利益］■■事業利益　●事業利益率

［売上収益構成比率］　アコースティックピアノは、中国における市況低迷が継続したことにより大幅
な減収となりました。電子楽器は、デジタルピアノの販売およびシェアの回復が
寄与し前期並みの収益となりました。管弦打楽器は、米国における財政支援の終
了により減収となりました。ギターはほぼ前期並みの実績となりました。
　以上により、当事業の売上収益は、前期に対し90億94百万円（3.0%）減少の
2,961億円となりました。事業利益は、32億48百万円（12.8%）減少の220億
68百万円となりました。
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事業別状況
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ユースを意識した存在感のあるスタイリッシュな外観と高い
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了により減収となりました。ギターはほぼ前期並みの実績となりました。
　以上により、当事業の売上収益は、前期に対し90億94百万円（3.0%）減少の
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事業別状況

［売上収益］

音響機器事業

［事業利益］■■事業利益　●事業利益率

　個人向け事業は、ホームオーディオの縮小により大幅な減収となりました。
法人向け事業は、業務用音響機器の需要増により大幅な増収となりました。
　以上により、当事業の売上収益は、前期に対し72億73百万円（6.0%）増加の
1,283億82百万円となりました。事業利益は、54億10百万円（84.4%）増加の
118億20百万円となりました。
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27.8%

［第201期の主な新商品・サービス］

ヤマハのスイッチは、接続機器(Dante)を自動認識し自動
最適化。ITの専門知識がなくても、短時間で安定したAV
ネットワーク環境を構築可能。自社の音響ソリューションと
連携し、シンプルで高品質な会議環境を実現。さらに、
10G対応モデルをラインナップに持ち、ライブイベントなどへ
音と映像をともに伝送可能。ヤマハはグローバル市場での
ネットワーク機器の展開を加速します。
｠

■ネットワークスイッチ4品番を
新たにグローバルへ展開

ヤマハデジタルミキシングコンソールと互換性のある
Dante 対応I/Oラック「Rシリーズ」の新モデル。原音を
忠実に再生する高い音質はもちろん、本体で入出力音声を
確認できるヘッドホン端子や、ディレイ、フェーズ、レベル
をコントロールする機能などユーザーの利便性を向上する
新機能を搭載。

■ミキサーエコシステムを強化する
Rio3224-D3/Rio1608-D3をリリース

ProVisionaire Planは会議室のサイズや条件を入力する
だけで、遠隔会議に最適な機器の選定とレイアウトを自動
的に作成できるルームプランニングソフトウェア。マイクの
収音範囲やスピーカーのカバーエリアが視覚的に確認できる
ため、顧客の要求を満たしていることを直感的に確認可能。
プランニングの時間短縮や信頼性の高い提案を実現。

■自動化と可視化でプランニングを効率化する
ProVisionaire Planをリリース

世界各地で展開してきた対面型のトレーニング活動に
加え、新たにオンライン教育プラットフォームを提供開始。
音響機器やシステムを最大限に活用するためのノウハウが、
いつでもどこでも学習可能に。ProAV業界団体AVIXA
認定資格対応コースも整備し、ユーザーのスキルアップと
キャリア形成を強力にサポート。

■プロオーディオを“いつでも、どこでも”学べる
Audioversity Onlineの提供開始
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事業別状況
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（３）資金調達の状況

（２）設備投資の状況

事業区分 投資額（百万円） 前期比増減率（％） 構成比率（％）

楽器事業

音響機器事業

部品・装置、その他の事業

合 計

14,610

3,664

1,685

19,959

△28.8

△25.8

1.1

△26.4

73.2

18.4

8.4

100.0

該当事項はありません。

事業別状況

［売上収益］

部品・装置、その他の事業

［事業利益］■■事業利益　●事業利益率

　電子デバイスは、車載オーディオが好調に推移したことにより大幅な増収と
なりました。自動車用内装部品、FA機器、ゴルフ用品は、減収となりました。
　以上により、当事業の売上収益は、前期に対し10億34百万円（2.8%）増加の
375億96百万円となりました。事業利益は、9億6百万円（47.1%）増加の28億
32百万円となりました。
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自動車メーカーの車両コンセプトを体現する音響空間を目指し、躍動感があり太く歯切れのよい低域と透明感のある美しい
中高域によりアーティストが目の前にいるようなリアルで臨場感あふれるサウンドを実現します。

■車載向けブランドオーディオ

［第201期の主な新商品・サービス］

366 376

19

28

招
集
ご
通
知

監
査
報
告
書

連
結
計
算
書
類・計
算
書
類

事
業
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

25 26



（３）資金調達の状況

（２）設備投資の状況

事業区分 投資額（百万円） 前期比増減率（％） 構成比率（％）

楽器事業

音響機器事業

部品・装置、その他の事業

合 計

14,610

3,664

1,685

19,959

△28.8

△25.8

1.1

△26.4

73.2

18.4

8.4

100.0

該当事項はありません。

事業別状況

［売上収益］

部品・装置、その他の事業

［事業利益］■■事業利益　●事業利益率

　電子デバイスは、車載オーディオが好調に推移したことにより大幅な増収と
なりました。自動車用内装部品、FA機器、ゴルフ用品は、減収となりました。
　以上により、当事業の売上収益は、前期に対し10億34百万円（2.8%）増加の
375億96百万円となりました。事業利益は、9億6百万円（47.1%）増加の28億
32百万円となりました。

0

100

200

300

400

500
（億円）

第200期 第201期

（億円）

第200期 第201期
0

20

15

10

5

（%）

7.57.5
5.35.3

［売上収益構成比率］

8.1%

0

10

30

20

40

自動車メーカーの車両コンセプトを体現する音響空間を目指し、躍動感があり太く歯切れのよい低域と透明感のある美しい
中高域によりアーティストが目の前にいるようなリアルで臨場感あふれるサウンドを実現します。

■車載向けブランドオーディオ

［第201期の主な新商品・サービス］

366 376

19

28

招
集
ご
通
知

監
査
報
告
書

連
結
計
算
書
類・計
算
書
類

事
業
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

25 26



　当社は、2025年3月末で終了した「Make Waves 2.0」に続き、2025年4月からの3年間を対象とした新たな中期経
営計画「Rebuild & Evolve」を策定しました。

　今後も変化する経営環境を見据え、当社グループが実現したい提供価値を改めて示した上で、中長期的に当社が目指
す姿を新たな経営ビジョンとして打ち出します。

　前中期経営計画期間を通じて当社を取り巻く経営環境は、かつてないスピードで変化しております。
　経済変動、物価高騰、為替リスク、地政学リスクといったマクロ環境の変化に加え、顧客の価値観やライフスタイルの
多様化、購買行動のオンラインシフトが急速に進んでいます。また、技術革新、とりわけ生成AIの進化は、ビジネスのあり
方を根本から変えつつあるといっても過言ではありません。
　このような環境下において企業に求められるのは、現状維持ではありません。ダイナミックな変化を恐れず、迅速かつ
柔軟に対応し、むしろ成長機会として積極的に活かしていく姿勢が必要です。音・音楽を軸にした当社ならではの新たな
価値創造に挑戦するとともに、多様なライフスタイルや価値観に寄り添う体験価値を提供することで、事業機会拡大の
チャンスになると認識しています。

（４）対処すべき課題

【1】経営環境認識

　新たな経営ビジョンに込めた３つの意図は以下のとおりです。
　一つ、ヤマハの強み、ヤマハらしさが十分に活きる「音・音楽」領域において、新たな価値創造の可能性を追求していくこと。
　二つ、そのために、世界中の人々の自己表現、多様な個性の発揮を後押しする製品やサービスをたゆまず提供していくこと。
　三つ、多様なステークホルダーと積極的に連携・協業し、社会課題の解決に資する新たな価値を、共に創り上げること。
　当社はこれまで同様、音・音楽を原点に培った技術と感性で製品の本質的価値を磨き続けるとともに、そこに、より楽し
い、よりクリエイティブな、あるいはより便利な体験価値を加えるための取り組みを強化し、隣接事業領域として拡大して
いきます。さらには、既存商品、既存事業の枠にとらわれない、社会課題解決につながる音・音楽の新たな可能性を追求
し、事業ドメインを拡大していきます。

【2】経営ビジョン

　音・音楽の力で、人々の個性輝く未来を創る
　　～社会価値の共創を通じて企業価値を高める～

経営ビジョン（中長期的に目指す姿）

急激な環境変化に対応するための
スピード感・柔軟性の向上

主要国経済
政治情勢・金融・貿易

為替変動
円高リスクへの備え

物価上昇
エネルギー・部品・
人件費高騰

地政学リスク
政治的・経済的・
地理的

多様なライフスタイル・価値観に
寄り添う体験価値の提供

音・音楽の新たな価値・事業機会
拡大の可能性模索

ダイナミックな環境変化は新たな成長機会を生み出すチャンス

環境変化1

経済の変化

多様化
社会的意義・個性等

購買行動
オンラインへの
購買シフト

ライフスタイル
生活・仕事・余暇

体験価値
モノから体験重視へ

環境変化2

顧客の変化

生成AI
急速なビジネス変革

通信
5G・IoTの
さらなる進化

ロボティクス
人間の可能性を支援

環境負荷
低減素材・
技術の進歩

環境変化3

技術の変化

ヤマハの強み、ヤマハらしさが十分に活きる「音・音楽」
領域において新たな価値創造の可能性を追求する

世界中の人々の自己表現、多様な個性の発揮を
後押しする製品やサービスをたゆまず提供していく

多様なステークホルダーと積極的に
連携・協業し、社会課題の解決に資する
新たな価値を共に創り上げる

音・音楽による
社会課題解決を

通じた
新価値創造

【新規事業】
人生や心に
豊かさを添える
新たな価値の提供

音・音楽の
愉しみ方を広げる

 体験価値
ハードとサービスの
連携による愉しさや
便利さの提供

技術×感性で磨く
製品の

本質的価値
楽器・音響機器等
ハードによる
価値の提供

【隣接事業】

【コア事業】

社会価値の共創を通じて企業価値を高める
音・音楽の力で、人々の個性輝く未来を創る

■ 音・音楽の力

■ 人々の個性輝く未来

■ 社会価値の共創
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　経営ビジョン、マテリアリティ、および前中期経営計画のレビューからいくつかの課題が明確となりました。一つは、最優
先課題となりますが、低下した既存事業の収益力をコロナ前水準までに回復し、再び成長軌道に乗せることです。次に、
中長期的な成長に向け、隣接・新規領域への戦略的投資による育成・事業化を行っていくことです。そして最後に、持続
的な成長を支える安定した経営基盤を作るため、資本・資産効率、人的資本、ガバナンスを強化していくことです。当社は
中期経営計画の3年間、明確となった課題へ全力で取り組みます。
　新中期経営計画のタイトルは『Rebuild ＆ Evolve』とし、“Rebuild”は再構築、“Evolve”は進化を意味し、特に「未来を創る挑戦」の
“Evolve”は単なるドメインの拡大ではなく、ヤマハのビジネス全体に質的な変化をもたらすものにしていきたいという意図を込めました。

　新中期経営計画では、３つの戦略方針を掲げ、事業軸、市場軸、そして全社それぞれの視点で取り組みを進めていきます。

【3】重点課題と戦略骨子

【4】新中期経営計画「Rebuild ＆ Evolve」

　既存事業の在り方について抜本的な見直しを行い、事業環境に適応したあるべき姿に早期に作り替えていくこと
を目指します。過去数年、私たちは市場環境の急速な変化に対して十分な対応ができず、一部事業で収益性が低下
しました。この反省を踏まえ、まず課題事業の収益構造を徹底的に見直します。楽器事業ではピアノ・ギター事業の
構造改革と高付加価値製品の比重を高め収益性を改善するとともに、デジタルピアノ等のさらなる競争力強化で再
び成長軌道に回帰することに取り組みます。音響事業では、顧客要求へのタイムリーな対応など、B2Bに必要な視点
がこれまで十分に反映できていなかった反省をもとに、事業環境の変化に即応できる組織体制を整備し、収益性と
販売力を強化します。

　新たなドメインへ事業を拡大することを目指します。楽器事業では、製品そのものの価値提供にとどまらず、カスタ
マーサクセスを起点とした価値提供へのシフトに取り組みます。演奏体験の支援、そしてオンラインとオフラインを融合
した新しい顧客体験の創出に取り組みます。

２．未来を創る挑戦（Evolve）

１．強固な事業基盤の再構築（Rebuild）

2.未来を創る挑戦 3.経営基盤の強化1.強固な事業基盤の再構築

強固な事業基盤の再構築戦略方針１
重
点
テ
ー
マ

楽器事業 ： 収益構造改革と成長軌道への回帰1-1

音響事業 : 事業最適な体制構築で成長加速1-2

課題市場 : 環境変化を踏まえた構造改革1-3

スピードを上げ競争力を高める組織・機能再編1-4

未来を創る挑戦戦略方針２
重
点
テ
ー
マ

楽器事業 ： カスタマーサクセス向上による事業機会拡大2-1

音響事業 ： 既存隣接領域へのドメイン拡大2-2

成長市場 ： 重点市場への積極的投資による売上成長2-3

新規事業創出のメカニズム構築2-4

経営基盤の強化戦略方針３

サステナビリティを価値の源泉に

経営ビジョン

戦略骨子

重点課題

新中期経営計画タイトル

強固な事業基盤の再構築
既存事業の収益改善と成長軌道への回帰

未来を創る挑戦
積極的な投資により事業・市場ドメインを拡大

経営基盤の強化
持続的な成長へ向け

資本効率・人的資本・ガバナンスを強化
中長期的な成長に向け、隣接・新規事業領域への

戦略的投資による育成・事業化が必要

現在の主軸である既存事業の収益低下
収益力をコロナ前水準に回復することが最優先

FY24/25 FY27/28 10年後
売上 事業利益 売上 事業利益 売上 事業利益
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　経営ビジョン、マテリアリティ、および前中期経営計画のレビューからいくつかの課題が明確となりました。一つは、最優
先課題となりますが、低下した既存事業の収益力をコロナ前水準までに回復し、再び成長軌道に乗せることです。次に、
中長期的な成長に向け、隣接・新規領域への戦略的投資による育成・事業化を行っていくことです。そして最後に、持続
的な成長を支える安定した経営基盤を作るため、資本・資産効率、人的資本、ガバナンスを強化していくことです。当社は
中期経営計画の3年間、明確となった課題へ全力で取り組みます。
　新中期経営計画のタイトルは『Rebuild ＆ Evolve』とし、“Rebuild”は再構築、“Evolve”は進化を意味し、特に「未来を創る挑戦」の
“Evolve”は単なるドメインの拡大ではなく、ヤマハのビジネス全体に質的な変化をもたらすものにしていきたいという意図を込めました。
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2.未来を創る挑戦 3.経営基盤の強化1.強固な事業基盤の再構築
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資本効率・人的資本・ガバナンスを強化
中長期的な成長に向け、隣接・新規事業領域への

戦略的投資による育成・事業化が必要

現在の主軸である既存事業の収益低下
収益力をコロナ前水準に回復することが最優先
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売上 事業利益 売上 事業利益 売上 事業利益

3-1 資本・資産効率向上 3-2 人的資本の強化 3-3コーポレートガバナンス重点テーマ

People
love music

招
集
ご
通
知

監
査
報
告
書

連
結
計
算
書
類・計
算
書
類

事
業
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

29 30



　当社はサステナビリティを価値の源泉ととらえており、音・音楽の力、そして事業を通じて培ってきた技術と感性で社
会課題の解決に貢献したいと考えています。重視したい視点は「人・社会・地球」の三つ。音楽で人のつながりを作るこ
と、音による安心と安全を提供すること、そして音楽文化が持続可能であるように地球規模での資源循環を実現する
こと。このような取り組みを通じて音・音楽の新たな可能性を追求し、事業ドメインを拡大していきます。

　音響事業では、業界トップレベルの信号処理と音場調整の技術等、当社ならではの強みを活かしながら隣接領域へ
ドメイン拡大を図ります。前中期経営計画期間から事業成長を進めてきた車載オーディオ領域に加え、エンタテインメ
ント領域、商業施設・公共施設向けの新ソリューション提供など、市場・顧客の様々な要求に応える最適な音環境を提
供し、多角的な成長機会を狙います。

　また、インド・フィリピン等の成長市場や新たな
成長事業への積極的な投資、および持続的な事
業成長に向けた新規事業創出のメカニズム構築
など中長期視点での未来を創る挑戦こそが、ヤマ
ハの次なる飛躍を支えるエンジンになると信じて
います。

　持続的成長を実現するために経営基盤を強化します。資本・資産効率向上に向けて、投資とリターンのバランス
を重視し、企業価値の最大化を図ります。次に、人的資本の強化については、ダイバーシティ・エクイティ＆インク
ルージョンの推進、グローバル人材育成、社員エンゲージメント向上に向けた施策を積極的に展開します。さらに、
コーポレートガバナンスの強化を図り、より透明性・公正性の高い経営体制を確立します。
　価値の源泉であるサステナビリティを常に意識しながら、これらの三つの戦略方針に沿った取り組みを進めてい
く、それが新中期経営計画における当社が目指す成長戦略です。

３．経営基盤の強化
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　当社はサステナビリティを価値の源泉ととらえており、音・音楽の力、そして事業を通じて培ってきた技術と感性で社
会課題の解決に貢献したいと考えています。重視したい視点は「人・社会・地球」の三つ。音楽で人のつながりを作るこ
と、音による安心と安全を提供すること、そして音楽文化が持続可能であるように地球規模での資源循環を実現する
こと。このような取り組みを通じて音・音楽の新たな可能性を追求し、事業ドメインを拡大していきます。

　音響事業では、業界トップレベルの信号処理と音場調整の技術等、当社ならではの強みを活かしながら隣接領域へ
ドメイン拡大を図ります。前中期経営計画期間から事業成長を進めてきた車載オーディオ領域に加え、エンタテインメ
ント領域、商業施設・公共施設向けの新ソリューション提供など、市場・顧客の様々な要求に応える最適な音環境を提
供し、多角的な成長機会を狙います。

　また、インド・フィリピン等の成長市場や新たな
成長事業への積極的な投資、および持続的な事
業成長に向けた新規事業創出のメカニズム構築
など中長期視点での未来を創る挑戦こそが、ヤマ
ハの次なる飛躍を支えるエンジンになると信じて
います。

　持続的成長を実現するために経営基盤を強化します。資本・資産効率向上に向けて、投資とリターンのバランス
を重視し、企業価値の最大化を図ります。次に、人的資本の強化については、ダイバーシティ・エクイティ＆インク
ルージョンの推進、グローバル人材育成、社員エンゲージメント向上に向けた施策を積極的に展開します。さらに、
コーポレートガバナンスの強化を図り、より透明性・公正性の高い経営体制を確立します。
　価値の源泉であるサステナビリティを常に意識しながら、これらの三つの戦略方針に沿った取り組みを進めてい
く、それが新中期経営計画における当社が目指す成長戦略です。
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　中長期的に企業価値を向上していくため、下図の3つの領域に各事業を位置づけ、経営資源を適切に配分するポート
フォリオマネジメントを進めます。
　ここでは収益率と成長率を基準に当社の主要な事業をマッピングしていますが、既存の事業領域については、成長加
速に向けた取り組みを強化する事業と、収益性改善に注力する事業とを明確に分け、戦略を組み立てます。具体的には、
エンタテインメントPAや電子楽器、B&Oといったカテゴリにおいてはさらなる競争力強化による成長を最優先課題とし、
一方、環境変化により収益性が低下しているピアノ、ギター、ホームオーディオ事業については、構造改革を急ぎ、収益性
改善に努めます。あわせて、新たな成長の種を作る取り組みを強化していきます。音楽系サービス、モビリティソリューショ
ン、ビジネスソリューション等に積極的な投資を行い、また、新規事業、社会課題解決型ビジネスについても、実証を重ね
ながら将来の柱とするべく育成を図ります。

【６】事業ポートフォリオ

　中期経営計画の経営目標は記載の通りです。特にこれまで以上に財務目標の達成に執着し取り組みを推進してまいり
ます。年平均の売上成長5％、最終年度のROE10％が中期経営計画３年間で目指す、最も優先すべき経営目標です。加
えて、各重点戦略の達成度合いをモニターしていくための多面的なKPI指標を設定しました。強固な事業基盤の再構築の
KPIとしてはセグメント別の売上成長率と事業利益率を、未来を創る挑戦のKPIとしては戦略投資額などのドメイン拡大
指標と新価値創造指標を、経営基盤強化のKPIとしては資本・資産効率指標と人的資本強化指標を、さらにサステナビリ
ティ関連では環境・社会・文化それぞれの取り組みで目標とする指標を設定しました。短期的な収益改善と中長期的な成
長基盤づくりにバランスよく取り組むことで、企業価値の持続的な向上を実現してまいります。

【5】経営目標

財
務
目
標

売上成長率（CAGR）5％ ROE 10％ 事業利益率13.5％ 総還元性向50％以上

重
点
戦
略
の
達
成
度
合
い
を
測
る
K
P
I

既存事業規模拡大指標 利益改善指標
強固な事業基盤の再構築

セグメント別売上成長率
（CAGR）

4％楽器 ：
7％音響 ：

セグメント別事業利益率 14％楽器 ：
12％音響 ：

セグメント別ROIC（向上） +7％楽器 ：
+3％音響 ：

人的投資金額
管理職女性比率

ドメイン拡大指標 新価値創造指標
未来を創る挑戦

戦略投資額

Yamaha Music ID数

インド＋フィリピン成長率（CAGR）

600億円
1,000万ID 新規・隣接領域の事業化・

サービスイン数
18％

20件

環境指標 社会指標 文化指標
サステナビリティを価値の源泉に

80％

△25％

資本・資産効率指標 人的資本強化指標
経営基盤の強化

1.5倍
24％

※1

△30％※2

持続可能性に
配慮した木材
梱包材の
脱プラスチック

CO2排出量

20件

60社

社会課題関連
取り組み数

サプライヤー
実地監査

1.2万回

700万人

音楽文化
支援活動

スクール
プロジェクト
累計児童数

※3

※1.発泡スチロール（2022年度比）　※2.スコープ1+2（2017年度比）　※3.音楽を通じて人と人がつながる場を創出する活動

構造改革により
収益性改善

育成 成長

再構築 安定

成
長
率

収益率

ギター

ピアノホーム
オーディオ

ビジネス
ソリューション

新規事業・
社会課題解決

モビリティ
ソリューション

エンタメPA

電子楽器

B&O

音楽系サービス
ミュージックコネクト

既存隣接への
ドメイン拡大/新規事業化

楽器 音響 新規凡例
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　中長期的に企業価値を向上していくため、下図の3つの領域に各事業を位置づけ、経営資源を適切に配分するポート
フォリオマネジメントを進めます。
　ここでは収益率と成長率を基準に当社の主要な事業をマッピングしていますが、既存の事業領域については、成長加
速に向けた取り組みを強化する事業と、収益性改善に注力する事業とを明確に分け、戦略を組み立てます。具体的には、
エンタテインメントPAや電子楽器、B&Oといったカテゴリにおいてはさらなる競争力強化による成長を最優先課題とし、
一方、環境変化により収益性が低下しているピアノ、ギター、ホームオーディオ事業については、構造改革を急ぎ、収益性
改善に努めます。あわせて、新たな成長の種を作る取り組みを強化していきます。音楽系サービス、モビリティソリューショ
ン、ビジネスソリューション等に積極的な投資を行い、また、新規事業、社会課題解決型ビジネスについても、実証を重ね
ながら将来の柱とするべく育成を図ります。

【６】事業ポートフォリオ

　中期経営計画の経営目標は記載の通りです。特にこれまで以上に財務目標の達成に執着し取り組みを推進してまいり
ます。年平均の売上成長5％、最終年度のROE10％が中期経営計画３年間で目指す、最も優先すべき経営目標です。加
えて、各重点戦略の達成度合いをモニターしていくための多面的なKPI指標を設定しました。強固な事業基盤の再構築の
KPIとしてはセグメント別の売上成長率と事業利益率を、未来を創る挑戦のKPIとしては戦略投資額などのドメイン拡大
指標と新価値創造指標を、経営基盤強化のKPIとしては資本・資産効率指標と人的資本強化指標を、さらにサステナビリ
ティ関連では環境・社会・文化それぞれの取り組みで目標とする指標を設定しました。短期的な収益改善と中長期的な成
長基盤づくりにバランスよく取り組むことで、企業価値の持続的な向上を実現してまいります。
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構造改革により
収益性改善

育成 成長

再構築 安定

成
長
率

収益率

ギター

ピアノホーム
オーディオ

ビジネス
ソリューション

新規事業・
社会課題解決

モビリティ
ソリューション

エンタメPA

電子楽器

B&O

音楽系サービス
ミュージックコネクト

既存隣接への
ドメイン拡大/新規事業化

楽器 音響 新規凡例
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（５）財産及び損益の状況の推移

区分

売上収益

事業利益

親会社の所有者に帰属する当期利益

基本的1株当たり当期利益

資産合計

資本合計

2025年3月期
第201期

462,080百万円

36,721百万円

13,351百万円

27円58銭

591,278百万円

450,113百万円

2024年3月期
第200期

462,866百万円

33,653百万円

29,642百万円

58円56銭

666,837百万円

511,810百万円

2023年3月期
第199期

451,410百万円

45,867百万円

38,183百万円

74円21銭

594,209百万円

457,944百万円

2022年3月期
第198期

408,197百万円

43,029百万円

37,268百万円

71円62銭

580,662百万円

416,867百万円

事業別売上収益構成比率

楽器事業・音響機器事業の地域別売上収益構成比率

地域別売上収益構成比率

楽器事業
売上収益2,961億円

音響機器事業
売上収益1,284億円

日本
25.5％

北米
24.2％

欧州
26.4％

その他中国
4.2％ 19.7％

部品・装置、
その他の事業
8.1％

楽器事業
64.1％

音響機器事業
27.8％

日本
23.1％

北米
26.5％

その他の地域
18.7％

欧州
20.8％

中国
10.9％

日本
19.9％

北米
27.8％

欧州
20.9％

その他
19.8％

中国
11.6％

国際財務報告基準（IFRS）

（注）1.第199期において、IFRS解釈指針委員会のアジェンダ決定（2021年5月公表。IAS第19号「従業員給付」関連）に基づき会計方針の
変更を行いました。第198期の数値は、当該会計方針の変更を遡及適用した数値となっております。

2.第200期において、企業結合における取得対価の配分の完了に伴い、第199期の数値を遡及修正しております。
3.2024年10月1日付で、普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行いました。第198期の期首に当該株式分割が行われたと
仮定して基本的1株当たり当期利益を算出しております。

マネジメントプロセス モニタリング体制

1.ポートフォリオの事業方向性3つの評価軸

２．評価軸に基づき事業評価を行い、各事業を4象限に位置づけ
３．定期的な見直しのマネジメントプロセスを導入
　投資・撤退基準の策定
４．ROIC管理を実現するモニタリング体制

ミッションや
経営ビジョン等の
目指す姿との整合性

事業将来性と
収益性（ROIC等）で
事業を評価

ベストオーナー
視点での

当社の保有意義

各事業
将来性
評価

アクション
計画

経営陣
による
レビュー

経営資源
配分
決定

撤退・
売却

事業部門 事業部門 事業部門

経営会議

【コーポレート部門】
経営戦略・財務・IR

資本効率モニタリング・是正アクション

営業

生産 事業

営業

生産 事業

営業

生産 事業

　事業ポートフォリオマネジメントの仕組みも整備していきます。経営ビジョン等の目指す姿との整合性、事業将来性と収
益性、そしてベストオーナー視点での当社の保有意義のそれぞれを評価し、定期的な事業構成の見直しのマネジメントプ
ロセスを導入してまいります。特に収益性については、事業ごとの資本収益性を可視化し、高収益・高成長が期待できる
領域には積極的に投資を行い、競争力が低下した領域については（縮小・撤退を含めた）戦略的な見直しを進めます。
　これらの取り組みを通じて、「収益力向上」と「資本・資産効率改善」の両立を図り、変化の激しい環境下でも持続的な
成長と高い収益性を実現できる事業構成を確立してまいります。

変革の
ポイント
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（５）財産及び損益の状況の推移
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親会社の所有者に帰属する当期利益
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408,197百万円
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580,662百万円

416,867百万円

事業別売上収益構成比率

楽器事業・音響機器事業の地域別売上収益構成比率

地域別売上収益構成比率

楽器事業
売上収益2,961億円

音響機器事業
売上収益1,284億円

日本
25.5％

北米
24.2％

欧州
26.4％

その他中国
4.2％ 19.7％

部品・装置、
その他の事業
8.1％

楽器事業
64.1％

音響機器事業
27.8％

日本
23.1％
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26.5％

その他の地域
18.7％
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中国
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19.9％
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27.8％
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20.9％

その他
19.8％

中国
11.6％

国際財務報告基準（IFRS）

（注）1.第199期において、IFRS解釈指針委員会のアジェンダ決定（2021年5月公表。IAS第19号「従業員給付」関連）に基づき会計方針の
変更を行いました。第198期の数値は、当該会計方針の変更を遡及適用した数値となっております。

2.第200期において、企業結合における取得対価の配分の完了に伴い、第199期の数値を遡及修正しております。
3.2024年10月1日付で、普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行いました。第198期の期首に当該株式分割が行われたと
仮定して基本的1株当たり当期利益を算出しております。

マネジメントプロセス モニタリング体制

1.ポートフォリオの事業方向性3つの評価軸

２．評価軸に基づき事業評価を行い、各事業を4象限に位置づけ
３．定期的な見直しのマネジメントプロセスを導入
　投資・撤退基準の策定
４．ROIC管理を実現するモニタリング体制

ミッションや
経営ビジョン等の
目指す姿との整合性

事業将来性と
収益性（ROIC等）で
事業を評価

ベストオーナー
視点での

当社の保有意義

各事業
将来性
評価

アクション
計画

経営陣
による
レビュー

経営資源
配分
決定

撤退・
売却

事業部門 事業部門 事業部門

経営会議

【コーポレート部門】
経営戦略・財務・IR

資本効率モニタリング・是正アクション

営業

生産 事業

営業

生産 事業

営業

生産 事業

　事業ポートフォリオマネジメントの仕組みも整備していきます。経営ビジョン等の目指す姿との整合性、事業将来性と収
益性、そしてベストオーナー視点での当社の保有意義のそれぞれを評価し、定期的な事業構成の見直しのマネジメントプ
ロセスを導入してまいります。特に収益性については、事業ごとの資本収益性を可視化し、高収益・高成長が期待できる
領域には積極的に投資を行い、競争力が低下した領域については（縮小・撤退を含めた）戦略的な見直しを進めます。
　これらの取り組みを通じて、「収益力向上」と「資本・資産効率改善」の両立を図り、変化の激しい環境下でも持続的な
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事業利益／事業利益率
■■事業利益　●事業利益率

売上収益
■■楽器事業　■■音響機器事業
■■部品・装置、その他の事業

親会社の所有者に帰属する当期利益／
ROE（親会社所有者帰属持分当期利益率）
■■親会社の所有者に帰属する当期利益 ●ROE

年間配当／EPS（１株当たり当期利益）
■■年間配当金額　●EPS

4,6214,629

0

1,000

2,000

3,000
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5,000

第200期 第201期

（億円） （億円）

367337

第200期 第201期
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（６）重要な子会社の状況

(注) 1.
2.
＊印は、間接所有による持分を含む比率であります。
連結子会社は、上記の重要な子会社10社を含む55社であります。

0

100

75

50

25

会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

ヤマハコーポレーションオブアメリカ

ヤマハミュージックヨーロッパ

ヤマハ楽器音響（中国）投資有限公司

蕭山ヤマハ楽器有限公司

ヤマハ電子（蘇州）有限公司

杭州ヤマハ楽器有限公司

ヤマハミュージックマニュファクチュアリングアジア

ヤマハエレクトロニクスマニュファクチュアリングマレーシア

ヤマハミュージックインディア

株式会社ヤマハミュージックジャパン

楽器・音響機器の輸入・販売

楽器・音響機器の輸入・販売

中国国内の投資管理、楽器・音響機器の販売

楽器の製造

楽器・音響機器の製造

楽器の製造

楽器・音響機器の製造

音響機器の製造

楽器・音響機器の輸入・販売、製造

楽器・音響機器の販売

        50,000

70,000

782,023

274,888

328,754

396,121

82,450

３１,０００

3,700

１００

千米ドル

千ユーロ

千元

千元

千元

千元

百万インドネシアルピア

千マレーシアリンギット

百万ルピー

百万円

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

＊

＊

＊

＊

（７）主要な事業内容
事業区分 主 要 製 品 等

楽器事業

音響機器事業

部品・装置、その他の事業

ピアノ、電子楽器、管楽器、弦楽器、打楽器、音楽教室、英語教室、音楽ソフト、防音室

オーディオ機器、業務用音響機器、情報通信機器

電子デバイス、自動車用内装部品、FA機器、ゴルフ用品、宿泊施設・スポーツ施設の経営

(注)2024年10月1日付で、普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行いました。
　  上記年間配当/EPSは当該株式分割の影響を考慮して計算しています。
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事業利益／事業利益率
■■事業利益　●事業利益率

売上収益
■■楽器事業　■■音響機器事業
■■部品・装置、その他の事業

親会社の所有者に帰属する当期利益／
ROE（親会社所有者帰属持分当期利益率）
■■親会社の所有者に帰属する当期利益 ●ROE

年間配当／EPS（１株当たり当期利益）
■■年間配当金額　●EPS

4,6214,629
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（６）重要な子会社の状況

(注) 1.
2.
＊印は、間接所有による持分を含む比率であります。
連結子会社は、上記の重要な子会社10社を含む55社であります。
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会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

ヤマハコーポレーションオブアメリカ

ヤマハミュージックヨーロッパ

ヤマハ楽器音響（中国）投資有限公司

蕭山ヤマハ楽器有限公司

ヤマハ電子（蘇州）有限公司

杭州ヤマハ楽器有限公司

ヤマハミュージックマニュファクチュアリングアジア

ヤマハエレクトロニクスマニュファクチュアリングマレーシア

ヤマハミュージックインディア

株式会社ヤマハミュージックジャパン

楽器・音響機器の輸入・販売

楽器・音響機器の輸入・販売

中国国内の投資管理、楽器・音響機器の販売

楽器の製造
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音響機器の製造

楽器・音響機器の輸入・販売、製造

楽器・音響機器の販売

        50,000

70,000

782,023

274,888

328,754

396,121

82,450

３１,０００

3,700

１００

千米ドル

千ユーロ

千元

千元

千元
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百万インドネシアルピア
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（７）主要な事業内容
事業区分 主 要 製 品 等

楽器事業

音響機器事業

部品・装置、その他の事業

ピアノ、電子楽器、管楽器、弦楽器、打楽器、音楽教室、英語教室、音楽ソフト、防音室

オーディオ機器、業務用音響機器、情報通信機器

電子デバイス、自動車用内装部品、FA機器、ゴルフ用品、宿泊施設・スポーツ施設の経営

(注)2024年10月1日付で、普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行いました。
　  上記年間配当/EPSは当該株式分割の影響を考慮して計算しています。
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（８）主要な営業所及び工場

（１０）主要な借入先
　該当事項はありません。

事業区分 従業員数（名） 前期末比増減（名）

合 計

13,622

4,286

1,041

18,949

△930

210

25

△695

（９）従業員の状況

（注）従業員数は、就業人員数で記載しております。

当社

子会社

本社

国内

海外

静岡県浜松市中央区中沢町10番1号

首都圏事業所（横浜市西区、東京都渋谷区）、大阪事業所（大阪市浪速区）

掛川工場（静岡県掛川市）、豊岡工場（静岡県磐田市）

株式会社ヤマハミュージックジャパン（横浜市西区）
株式会社ヤマハミュージックエンタテインメントホールディングス（横浜市西区）
ヤマハファインテック株式会社（浜松市中央区）

ヤマハコーポレーションオブアメリカ（米国）
ヤマハカナダミュージック（カナダ）
ヤマハミュージックヨーロッパ（ドイツ）
ヤマハ楽器音響（中国）投資有限公司（中国）
蕭山ヤマハ楽器有限公司（中国）
ヤマハ電子（蘇州）有限公司（中国）
杭州ヤマハ楽器有限公司（中国）
天津ヤマハ電子楽器有限公司（中国）
ヤマハミュージックマニュファクチュアリングアジア（インドネシア）
ヤマハエレクトロニクスマニュファクチュアリングマレーシア（マレーシア）
ヤマハミュージックインディア（インド）

営業拠点営業拠点

製造拠点

楽器事業

音響機器事業

部品・装置、その他の事業

２．会社の株式に関する事項

3．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

（１）発行可能株式総数
（２）発行済株式の総数
（３）株主数
（４）大株主

700,000,000株
531,000,000株（自己株式 77,914,034株を含む。）
39,962名

株 主 名 所有株式数（千株） 持株比率
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
株式会社日本カストディ銀行（信託口）
株式会社静岡銀行
住友生命保険相互会社
日本生命保険相互会社
ヤマハ発動機株式会社
バンク オブ ニューヨーク ジーシーエム クライアント アカウント
ジェイピーアールディ アイエスジー（エフイー エイシー）
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505301
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505001
ジェーピー モルガン チェース バンク 385864

104,751
40,009
22,576
21,900
15,006
14,080
10,790

9,568
7,929
7,133

23.12%
8.83%
4.98%
4.83%
3.31%
3.11%
2.38%

2.11%
1.75%
1.57%

株主構成
個人・その他
国内機関投資家等
その他国内金融機関
その他国内法人
海外機関投資家等
証券会社

38,988
11
31

285
611
36

株主数（名）
131,218
153,003
82,952
19,527

133,120
11,177

株式数（千株）

（注）「個人・その他」には自己株式が含まれております。

当社は自己株式77,914,034株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
また、持株比率は自己株式を除いた発行済株式の総数で除しております。

（注）

所有者別状況
［持株比率］ 個人・

その他
24.7％

その他
国内法人
3.7％

海外機関
投資家等
25.1％

2.1％
証券会社

国内機関
投資家等
28.8％

その他
国内金融機関
15.6％

　当社は、企業価値の持続的な向上と株主の皆様との価値共有を図ることを目的に、役位に応じた株式報酬を、中期
経営計画スタート時に交付しております。当事業年度においては、執行役2名に対し、8,000株を交付しております。

（6）その他株式に関する重要な事項
　2024年7月31日の取締役会決議により、2024年10月1日を効力発生日として、普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行いました。
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（８）主要な営業所及び工場

（１０）主要な借入先
　該当事項はありません。

事業区分 従業員数（名） 前期末比増減（名）

合 計

13,622

4,286

1,041

18,949

△930

210

25

△695

（９）従業員の状況

（注）従業員数は、就業人員数で記載しております。

当社

子会社

本社

国内

海外

静岡県浜松市中央区中沢町10番1号

首都圏事業所（横浜市西区、東京都渋谷区）、大阪事業所（大阪市浪速区）

掛川工場（静岡県掛川市）、豊岡工場（静岡県磐田市）

株式会社ヤマハミュージックジャパン（横浜市西区）
株式会社ヤマハミュージックエンタテインメントホールディングス（横浜市西区）
ヤマハファインテック株式会社（浜松市中央区）

ヤマハコーポレーションオブアメリカ（米国）
ヤマハカナダミュージック（カナダ）
ヤマハミュージックヨーロッパ（ドイツ）
ヤマハ楽器音響（中国）投資有限公司（中国）
蕭山ヤマハ楽器有限公司（中国）
ヤマハ電子（蘇州）有限公司（中国）
杭州ヤマハ楽器有限公司（中国）
天津ヤマハ電子楽器有限公司（中国）
ヤマハミュージックマニュファクチュアリングアジア（インドネシア）
ヤマハエレクトロニクスマニュファクチュアリングマレーシア（マレーシア）
ヤマハミュージックインディア（インド）

営業拠点営業拠点

製造拠点

楽器事業

音響機器事業

部品・装置、その他の事業

２．会社の株式に関する事項

3．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

（１）発行可能株式総数
（２）発行済株式の総数
（３）株主数
（４）大株主

700,000,000株
531,000,000株（自己株式 77,914,034株を含む。）
39,962名

株 主 名 所有株式数（千株） 持株比率
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
株式会社日本カストディ銀行（信託口）
株式会社静岡銀行
住友生命保険相互会社
日本生命保険相互会社
ヤマハ発動機株式会社
バンク オブ ニューヨーク ジーシーエム クライアント アカウント
ジェイピーアールディ アイエスジー（エフイー エイシー）
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505301
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505001
ジェーピー モルガン チェース バンク 385864

104,751
40,009
22,576
21,900
15,006
14,080
10,790

9,568
7,929
7,133

23.12%
8.83%
4.98%
4.83%
3.31%
3.11%
2.38%

2.11%
1.75%
1.57%

株主構成
個人・その他
国内機関投資家等
その他国内金融機関
その他国内法人
海外機関投資家等
証券会社

38,988
11
31

285
611
36

株主数（名）
131,218
153,003
82,952
19,527

133,120
11,177

株式数（千株）

（注）「個人・その他」には自己株式が含まれております。

当社は自己株式77,914,034株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
また、持株比率は自己株式を除いた発行済株式の総数で除しております。

（注）

所有者別状況
［持株比率］ 個人・

その他
24.7％

その他
国内法人
3.7％

海外機関
投資家等
25.1％

2.1％
証券会社

国内機関
投資家等
28.8％

その他
国内金融機関
15.6％

　当社は、企業価値の持続的な向上と株主の皆様との価値共有を図ることを目的に、役位に応じた株式報酬を、中期
経営計画スタート時に交付しております。当事業年度においては、執行役2名に対し、8,000株を交付しております。

（6）その他株式に関する重要な事項
　2024年7月31日の取締役会決議により、2024年10月1日を効力発生日として、普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行いました。
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■■保有する株式の貸借対照表計上額　●資本合計に対する比率

4．当社が保有する株式に関する事項

上記の期間、当社は有価証券報告書にみなし保有株式として記載すべき株式は保有しておりません。

第198期 第199期 第200期 第201期

（百万円） （%）

0

40,000

80,000

120,000

160,000

240,000

200,000

0

5

10
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25

20
14.714.7 15.915.9

18.518.5

10.110.1

45,65061,229 72,799
94,446

（１）政策保有株式に関する基本方針
　当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する、という合理性のある場合のみ、保有することを
基本方針としております。当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する、という合理性のある
場合とは、重要な協力関係にある企業、取引先企業、金融機関等との安定的な関係を継続することにより、
当社のブランド価値を高める、持続的な成長を支える、強固な財務基盤を確実なものとする、ことを指します。

（２）政策保有株式の縮減に関する基本方針
　個々の政策保有株式の合理性については、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合って
いるか等を、取締役会で定期的、継続的に検証し、検証結果に基づき政策保有株式の縮減を進めております。

（３）政策保有株式に係る議決権の行使基準
　政策保有株式の議決権行使にあたっては、それぞれの議案が、当該企業の中長期的な企業価値の向上を図る
ものか、当社の「政策保有株式に関する基本方針」に沿っているか、当社の中長期的な企業価値の向上に繋がる
ものか、との観点から賛否を総合的に判断しております。

（4)純投資目的以外で当社が保有する株式の貸借対照表計上額及び資本合計に対する比率

（注）

5．会社役員に関する事項
（１）取締役の氏名等

１.
２．

３．

４．
５．

6．

(注)

氏 名 重要な兼職の状況

取締役

取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

ヤマハ発動機株式会社社外取締役、
一般財団法人ヤマハ音楽振興会理事長

日本精工株式会社社外取締役

ヤマハ発動機株式会社代表取締役社長 社長執行役員

株式会社みずほフィナンシャルグループ社外取締役

株式会社ナレッジピース取締役、
株式会社ニトリホールディングス社外取締役
阿部・井窪・片山法律事務所パートナー、 
株式会社アビスト社外取締役（監査等委員）、
株式会社Brave group社外監査役

PMC Partners株式会社マネージングディレクター、
株式会社電通グループ社外取締役

地 位 担 当

指名委員、報酬委員

指名委員、報酬委員

監査委員（委員長）

指名委員、報酬委員（委員長）

指名委員（委員長）、報酬委員

監査委員

監査委員

責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役日髙祥博、藤塚主夫、ポール・キャンドランド、篠原弘道、吉澤尚子及び江幡奈歩と会社法第423条第1項
の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は法令で定める最低限度額となります。
役員等賠償責任保険契約に関する事項
　当社は、当社の取締役、執行役、執行役員及び監査役員並びに当社の子会社の取締役、監査役（以下、「役員等」とい
う。）を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。保険料は全額当社が負担して
おり、役員等がその職務の執行に起因して保険期間中に損害賠償請求がなされた場合の損害賠償金及び争訟費用等が
当該保険にて補填されます。なお被保険者の故意等による損害は保険の対象外となる旨の免責事由を設けております。

中田 卓也

山浦 敦

日髙 祥博

藤塚 主夫

ポール・キャンドランド

篠原 弘道

吉澤 尚子

江幡 奈歩

なか  た　   たく   や

やま  うら　 あつし

 ひ  だか    よし  ひろ

ふじ つか   みき  お

 P a u l     C a n d l a n d

しの はら    ひろ みち

よし ざわ    なお  こ

 え   ばた     な    ほ

取締役日髙祥博、藤塚主夫、ポール・キャンドランド、篠原弘道、吉澤尚子及び江幡奈歩は社外取締役であります。
当社は社外取締役日髙祥博、藤塚主夫、ポール・キャンドランド、篠原弘道、吉澤尚子及び江幡奈歩を東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として同取引所に届け出ております。
当社は、監査委員会の独立性を保ち、客観性の高い監査を行うため、監査委員全員を独立社外取締役としており、常勤の監査委員を
選定しておりません。監査委員会の職務を補助すべき部門として監査委員会室を設け、専任者2名を配置し監査役員に監査委員会室
長を委嘱して、社内の重要会議への出席及び意見陳述を行わせることで、監査委員会の監査の実効性の確保を図っております。
監査委員藤塚主夫は日本を代表するグローバル建設機械メーカーにおいてCFOを務めた経験を有し、財務及び会計に関する十分な知見を有しております。
社外取締役の重要な兼職先と当社との関係は以下のとおりであります。

当事業年度中の取締役の異動は以下のとおりであります。

①取締役日髙祥博は、ヤマハ発動機株式会社の代表取締役社長を兼職しておりましたが、2024年9月30日をもって辞任しております。
なお、当社は同社の発行済み株式の2.75%を保有しております。

②取締役篠原弘道の兼職先であります株式会社みずほフィナンシャルグループの子会社である株式会社みずほ銀行は、当社の取引金融機関です。
③取締役藤塚主夫、ポール・キャンドランド、吉澤尚子及び江幡奈歩の兼職先と当社との間に特別の関係はありません。 

①社外取締役日髙祥博は、2024年10月2日をもって辞任しました。
②取締役中田卓也は、2024年6月24日開催の第200期定時株主総会終結の時をもって報酬委員を退任しましたが、報酬委員である
日髙祥博が2024年10月2日をもって辞任したことに伴い、2024年10月3日付で報酬委員に就任しました。

③取締役中田卓也は、2025年3月25日開催のヤマハ発動機株式会社第90期定時株主総会終結の時をもって、同社の社外取締役を退任しました。
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■■保有する株式の貸借対照表計上額　●資本合計に対する比率

4．当社が保有する株式に関する事項

上記の期間、当社は有価証券報告書にみなし保有株式として記載すべき株式は保有しておりません。

第198期 第199期 第200期 第201期

（百万円） （%）
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14.714.7 15.915.9

18.518.5

10.110.1

45,65061,229 72,799
94,446

（１）政策保有株式に関する基本方針
　当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する、という合理性のある場合のみ、保有することを
基本方針としております。当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する、という合理性のある
場合とは、重要な協力関係にある企業、取引先企業、金融機関等との安定的な関係を継続することにより、
当社のブランド価値を高める、持続的な成長を支える、強固な財務基盤を確実なものとする、ことを指します。

（２）政策保有株式の縮減に関する基本方針
　個々の政策保有株式の合理性については、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合って
いるか等を、取締役会で定期的、継続的に検証し、検証結果に基づき政策保有株式の縮減を進めております。

（３）政策保有株式に係る議決権の行使基準
　政策保有株式の議決権行使にあたっては、それぞれの議案が、当該企業の中長期的な企業価値の向上を図る
ものか、当社の「政策保有株式に関する基本方針」に沿っているか、当社の中長期的な企業価値の向上に繋がる
ものか、との観点から賛否を総合的に判断しております。

（4)純投資目的以外で当社が保有する株式の貸借対照表計上額及び資本合計に対する比率

（注）

5．会社役員に関する事項
（１）取締役の氏名等

１.
２．

３．

４．
５．

6．

(注)

氏 名 重要な兼職の状況

取締役

取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

ヤマハ発動機株式会社社外取締役、
一般財団法人ヤマハ音楽振興会理事長

日本精工株式会社社外取締役

ヤマハ発動機株式会社代表取締役社長 社長執行役員

株式会社みずほフィナンシャルグループ社外取締役

株式会社ナレッジピース取締役、
株式会社ニトリホールディングス社外取締役
阿部・井窪・片山法律事務所パートナー、 
株式会社アビスト社外取締役（監査等委員）、
株式会社Brave group社外監査役

PMC Partners株式会社マネージングディレクター、
株式会社電通グループ社外取締役

地 位 担 当

指名委員、報酬委員

指名委員、報酬委員

監査委員（委員長）

指名委員、報酬委員（委員長）

指名委員（委員長）、報酬委員

監査委員

監査委員

責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役日髙祥博、藤塚主夫、ポール・キャンドランド、篠原弘道、吉澤尚子及び江幡奈歩と会社法第423条第1項
の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は法令で定める最低限度額となります。
役員等賠償責任保険契約に関する事項
　当社は、当社の取締役、執行役、執行役員及び監査役員並びに当社の子会社の取締役、監査役（以下、「役員等」とい
う。）を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。保険料は全額当社が負担して
おり、役員等がその職務の執行に起因して保険期間中に損害賠償請求がなされた場合の損害賠償金及び争訟費用等が
当該保険にて補填されます。なお被保険者の故意等による損害は保険の対象外となる旨の免責事由を設けております。

中田 卓也

山浦 敦

日髙 祥博

藤塚 主夫

ポール・キャンドランド

篠原 弘道

吉澤 尚子

江幡 奈歩

なか  た　   たく   や

やま  うら　 あつし

 ひ  だか    よし  ひろ

ふじ つか   みき  お

 P a u l     C a n d l a n d

しの はら    ひろ みち

よし ざわ    なお  こ

 え   ばた     な    ほ

取締役日髙祥博、藤塚主夫、ポール・キャンドランド、篠原弘道、吉澤尚子及び江幡奈歩は社外取締役であります。
当社は社外取締役日髙祥博、藤塚主夫、ポール・キャンドランド、篠原弘道、吉澤尚子及び江幡奈歩を東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として同取引所に届け出ております。
当社は、監査委員会の独立性を保ち、客観性の高い監査を行うため、監査委員全員を独立社外取締役としており、常勤の監査委員を
選定しておりません。監査委員会の職務を補助すべき部門として監査委員会室を設け、専任者2名を配置し監査役員に監査委員会室
長を委嘱して、社内の重要会議への出席及び意見陳述を行わせることで、監査委員会の監査の実効性の確保を図っております。
監査委員藤塚主夫は日本を代表するグローバル建設機械メーカーにおいてCFOを務めた経験を有し、財務及び会計に関する十分な知見を有しております。
社外取締役の重要な兼職先と当社との関係は以下のとおりであります。

当事業年度中の取締役の異動は以下のとおりであります。

①取締役日髙祥博は、ヤマハ発動機株式会社の代表取締役社長を兼職しておりましたが、2024年9月30日をもって辞任しております。
なお、当社は同社の発行済み株式の2.75%を保有しております。

②取締役篠原弘道の兼職先であります株式会社みずほフィナンシャルグループの子会社である株式会社みずほ銀行は、当社の取引金融機関です。
③取締役藤塚主夫、ポール・キャンドランド、吉澤尚子及び江幡奈歩の兼職先と当社との間に特別の関係はありません。 

①社外取締役日髙祥博は、2024年10月2日をもって辞任しました。
②取締役中田卓也は、2024年6月24日開催の第200期定時株主総会終結の時をもって報酬委員を退任しましたが、報酬委員である
日髙祥博が2024年10月2日をもって辞任したことに伴い、2024年10月3日付で報酬委員に就任しました。

③取締役中田卓也は、2025年3月25日開催のヤマハ発動機株式会社第90期定時株主総会終結の時をもって、同社の社外取締役を退任しました。
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（2）社外役員に関する事項
当事業年度における主な活動内容

氏 名 地 位 当事業年度における主な活動状況

取締役在任期間中開催の取締役会6回中5回、並びに指名委員会2回中1回及び報酬委員会
2回の全てに出席しました。
経営者としての豊富な実績・見識及びヤマハブランドへの深い知見等に基づき、取締役会及び
指名委員会、報酬委員会での議案審議等において積極的に発言を行う等、当社の社外取締役
として期待される役割を適切に果たしております。

当事業年度開催の取締役会13回及び監査委員会17回の全てに出席しました。
経営者としての豊富な実績・見識及び専門的知見等に基づき取締役会及び監査委員会での
議案審議等において積極的に発言を行っております。また、監査委員長として監査委員会の
審議の充実に主導的な役割を担う等、当社の社外取締役として期待される役割を適切に果た
しております。

当事業年度開催の取締役会13回及び監査委員会17回の全てに出席しました。
弁護士としての高い専門性と豊富な実績・見識等に基づき取締役会及び監査委員会での議
案審議等において積極的に発言を行う等、当社の社外取締役として期待される役割を適切に
果たしております。

当事業年度開催の取締役会13回、並びに指名委員会4回及び報酬委員会5回の全てに出席
しました。
経営者としての豊富な実績・見識及び専門的知見等に基づき取締役会及び指名委員会、報
酬委員会での議案審議等において積極的に発言を行っております。また、報酬委員長として
報酬委員会の審議の充実に主導的な役割を担う等、当社の社外取締役として期待される役
割を適切に果たしております。

当事業年度開催の取締役会13回、並びに指名委員会4回及び報酬委員会5回の全てに出席
しました。
経営者としての豊富な実績・見識及び専門的知見等に基づき取締役会及び指名委員会、報
酬委員会での議案審議等において積極的に発言を行っております。また、指名委員長として
指名委員会の審議の充実に主導的な役割を担う等、当社の社外取締役として期待される役
割を適切に果たしております。

当事業年度開催の取締役会13回及び監査委員会17回の全てに出席しました。
経営者としての豊富な実績・見識及び専門的知見等に基づき取締役会及び監査委員会での
議案審議等において積極的に発言を行う等、当社の社外取締役として期待される役割を適切
に果たしております。

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

日髙 祥博

藤塚 主夫

ポール・キャンドランド

篠原 弘道

吉澤 尚子

江幡 奈歩

  ひ   だか　 よし ひろ

 ふじ つか  みき  お

 P a u l    C a n d l a n d

しの はら    ひろ みち

 よし ざわ   なお  こ

  え  ばた    な    ほ

（5）監査役員の氏名等
氏 名 担当、重要な兼職の状況地 位

監査役員
監査役員

監査委員会室長
内部監査部長

西山 靖
山下 寛文

 にし やま　 やすし

 やま  した    ひろ　ふみ

（3）執行役の氏名等
氏 名 担当、重要な兼職の状況地 位

代表執行役社長
常務執行役
常務執行役
執行役
執行役

ブランド戦略本部長
コーポレート本部長
楽器・音響事業本部長
楽器・音響営業本部長
楽器・音響生産本部長

山浦 敦
山畑 聡
山口 静一
押木 正人
後藤 敏昭

やま うら   あつし

やま はた　 さとし

やま  ぐち　 せい いち

おし   き　   まさ   と

 ご   とう    とし あき

(注) 2025年4月1日以降の執行役の異動は以下のとおりであります。
①山浦敦は、2025年3月31日をもってブランド戦略本部長を退任いたしました。
②山畑聡は、2025年3月31日をもって退任いたしました。
③山口静一は、2025年4月1日付で楽器事業本部長に就任いたしました。
④押木正人は、2025年4月1日付で常務執行役に選任されました。（楽器事業本部副本部長兼音響事業本部副本部長）
⑤後藤敏昭は、2025年4月1日付で楽器事業本部副本部長兼音響事業本部副本部長に就任いたしました。
⑥徳弘太郎が、2025年4月1日付で執行役に選任されました。（業務本部長）
⑦鳥羽伸和が、2025年4月1日付で執行役に選任されました。（音響事業本部長）
⑧西村淳が、2025年4月1日付で執行役に選任されました。（経営本部長）

（4）執行役員の氏名等
氏 名 地 位

ヤマハコーポレーションオブアメリカ社長
コーポレート本部副本部長
楽器・音響事業本部ピアノ事業部長
IMC事業本部長
コーポレート本部副本部長
コーポレート本部副本部長
研究開発統括部長

執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員

トーマス・サムナー
徳弘 太郎
松木 温
鳥羽 伸和
大須賀 千尋
西村 淳
池田 雅弘

 T h oma s      S umn e r

とく ひろ     た   ろう

まつ　き    ゆたか

 と    ば     のぶ かず

おお   す   が　    ち   ひろ

にし  むら　じゅん

いけ  だ     まさ  ひろ

担当、重要な兼職の状況

(注)2025年4月1日以降の執行役員の異動は以下のとおりであります。
①徳弘太郎が、2025年4月1日付で執行役に選任されました。（業務本部長）
②松木温は、2025年4月1日付で楽器事業本部ピアノ事業部長に就任いたしました。
③鳥羽伸和が、2025年4月1日付で執行役に選任されました。（音響事業本部長）
④大須賀千尋は、2025年3月31日をもって退任いたしました。
⑤西村淳が、2025年4月1日付で執行役に選任されました。（経営本部長）
⑥池田雅弘は、2025年4月1日付で技術本部長に就任いたしました。
⑦北瀬聖光が、2025年4月1日付で執行役員に選任されました。（新規事業開発部長）
⑧杉山啓子が、2025年4月1日付で執行役員に選任されました。（ブランド戦略統括部長）
⑨阿部征治が、2025年4月1日付で執行役員に選任されました。（楽器事業本部電子楽器事業部長）
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（2）社外役員に関する事項
当事業年度における主な活動内容

氏 名 地 位 当事業年度における主な活動状況

取締役在任期間中開催の取締役会6回中5回、並びに指名委員会2回中1回及び報酬委員会
2回の全てに出席しました。
経営者としての豊富な実績・見識及びヤマハブランドへの深い知見等に基づき、取締役会及び
指名委員会、報酬委員会での議案審議等において積極的に発言を行う等、当社の社外取締役
として期待される役割を適切に果たしております。

当事業年度開催の取締役会13回及び監査委員会17回の全てに出席しました。
経営者としての豊富な実績・見識及び専門的知見等に基づき取締役会及び監査委員会での
議案審議等において積極的に発言を行っております。また、監査委員長として監査委員会の
審議の充実に主導的な役割を担う等、当社の社外取締役として期待される役割を適切に果た
しております。

当事業年度開催の取締役会13回及び監査委員会17回の全てに出席しました。
弁護士としての高い専門性と豊富な実績・見識等に基づき取締役会及び監査委員会での議
案審議等において積極的に発言を行う等、当社の社外取締役として期待される役割を適切に
果たしております。

当事業年度開催の取締役会13回、並びに指名委員会4回及び報酬委員会5回の全てに出席
しました。
経営者としての豊富な実績・見識及び専門的知見等に基づき取締役会及び指名委員会、報
酬委員会での議案審議等において積極的に発言を行っております。また、報酬委員長として
報酬委員会の審議の充実に主導的な役割を担う等、当社の社外取締役として期待される役
割を適切に果たしております。

当事業年度開催の取締役会13回、並びに指名委員会4回及び報酬委員会5回の全てに出席
しました。
経営者としての豊富な実績・見識及び専門的知見等に基づき取締役会及び指名委員会、報
酬委員会での議案審議等において積極的に発言を行っております。また、指名委員長として
指名委員会の審議の充実に主導的な役割を担う等、当社の社外取締役として期待される役
割を適切に果たしております。

当事業年度開催の取締役会13回及び監査委員会17回の全てに出席しました。
経営者としての豊富な実績・見識及び専門的知見等に基づき取締役会及び監査委員会での
議案審議等において積極的に発言を行う等、当社の社外取締役として期待される役割を適切
に果たしております。

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

日髙 祥博

藤塚 主夫

ポール・キャンドランド

篠原 弘道

吉澤 尚子

江幡 奈歩

  ひ   だか　 よし ひろ

 ふじ つか  みき  お

 P a u l    C a n d l a n d

しの はら    ひろ みち

 よし ざわ   なお  こ

  え  ばた    な    ほ

（5）監査役員の氏名等
氏 名 担当、重要な兼職の状況地 位

監査役員
監査役員

監査委員会室長
内部監査部長

西山 靖
山下 寛文

 にし やま　 やすし

 やま  した    ひろ　ふみ

（3）執行役の氏名等
氏 名 担当、重要な兼職の状況地 位

代表執行役社長
常務執行役
常務執行役
執行役
執行役

ブランド戦略本部長
コーポレート本部長
楽器・音響事業本部長
楽器・音響営業本部長
楽器・音響生産本部長

山浦 敦
山畑 聡
山口 静一
押木 正人
後藤 敏昭

やま うら   あつし

やま はた　 さとし

やま  ぐち　 せい いち

おし   き　   まさ   と

 ご   とう    とし あき

(注) 2025年4月1日以降の執行役の異動は以下のとおりであります。
①山浦敦は、2025年3月31日をもってブランド戦略本部長を退任いたしました。
②山畑聡は、2025年3月31日をもって退任いたしました。
③山口静一は、2025年4月1日付で楽器事業本部長に就任いたしました。
④押木正人は、2025年4月1日付で常務執行役に選任されました。（楽器事業本部副本部長兼音響事業本部副本部長）
⑤後藤敏昭は、2025年4月1日付で楽器事業本部副本部長兼音響事業本部副本部長に就任いたしました。
⑥徳弘太郎が、2025年4月1日付で執行役に選任されました。（業務本部長）
⑦鳥羽伸和が、2025年4月1日付で執行役に選任されました。（音響事業本部長）
⑧西村淳が、2025年4月1日付で執行役に選任されました。（経営本部長）

（4）執行役員の氏名等
氏 名 地 位

ヤマハコーポレーションオブアメリカ社長
コーポレート本部副本部長
楽器・音響事業本部ピアノ事業部長
IMC事業本部長
コーポレート本部副本部長
コーポレート本部副本部長
研究開発統括部長

執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員

トーマス・サムナー
徳弘 太郎
松木 温
鳥羽 伸和
大須賀 千尋
西村 淳
池田 雅弘

 T h oma s      S umn e r

とく ひろ     た   ろう

まつ　き    ゆたか

 と    ば     のぶ かず

おお   す   が　    ち   ひろ

にし  むら　じゅん

いけ  だ     まさ  ひろ

担当、重要な兼職の状況

(注)2025年4月1日以降の執行役員の異動は以下のとおりであります。
①徳弘太郎が、2025年4月1日付で執行役に選任されました。（業務本部長）
②松木温は、2025年4月1日付で楽器事業本部ピアノ事業部長に就任いたしました。
③鳥羽伸和が、2025年4月1日付で執行役に選任されました。（音響事業本部長）
④大須賀千尋は、2025年3月31日をもって退任いたしました。
⑤西村淳が、2025年4月1日付で執行役に選任されました。（経営本部長）
⑥池田雅弘は、2025年4月1日付で技術本部長に就任いたしました。
⑦北瀬聖光が、2025年4月1日付で執行役員に選任されました。（新規事業開発部長）
⑧杉山啓子が、2025年4月1日付で執行役員に選任されました。（ブランド戦略統括部長）
⑨阿部征治が、2025年4月1日付で執行役員に選任されました。（楽器事業本部電子楽器事業部長）
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１.
２．

(注) 取締役を兼務する執行役の報酬等の総額及び人数については、執行役の欄に記載しております。
譲渡制限付株式報酬の株式は、中期経営計画「Make Waves 2.0」の初年度である2023年3月期（第199期）に3事業年度分とし
て一括で交付しており、株式報酬額は中期経営計画の3年間で按分して計上しております。上記報酬額は、当事業年度に係る譲渡制
限付株式報酬の費用計上額から、業績指標の達成度（46ページご参照）に基づく過年度費用計上額の戻入等を減額しております。

（6）取締役及び執行役報酬等の総額
報酬等の種類別の総額（百万円）

固定報酬 譲渡制限付
株式報酬

人数（名）

取　締　役

執　行　役

128
86
214

148
86
193

業績連動
賞与

ー
ー
21

△19
ー
△1

7
6
5

報酬等の総額
（百万円）

役員区分

うち社外取締役

　取締役、執行役の報酬の決定に関する方針と個人別の報酬は、社外取締役３名及び社内取締役１名で
構成される報酬委員会にて決定しております。
　社外取締役を除く取締役及び執行役の報酬は、（1）固定報酬（2）業績連動賞与及び（3）譲渡制限付株
式報酬からなり、それらは概ね、5 ： 3 ： 2の割合で構成されております。社外取締役の報酬は、固定報酬
のみとしております。報酬の概要については以下のとおりです。

1.役員の報酬等の額の決定に関する方針及びその概要

種類 目的・内容 連動する指標 期間 支給
方法

社外
取締役

社外取締役を除く
取締役及び執行役

単年度 ○ ー
業績連動
賞与
（変動）

3年 ○ ー

讓渡制限付 
株式報酬 
(変動) 

固定報酬 ーー ○ ○・役位に応じた金銭報酬を月例報酬として支給

・企業業績の向上に資するよう、役位に応
じた金銭報酬を、当事業年度の業績に連
動させて、個人別の成績を加味したうえ
で算出し、事業年度終了後に支給
・個人別の成績は、担当領域毎に事業別、機能
別に設定した評価指標に基づいて評価

・企業価値の持続的な向上と株主の皆様
との価値共有を図ること及び、中期にお
ける業績達成への動機づけを目的とし
て、役位に応じた譲渡制限付株式報酬を、
中期経営計画初年度に支給
・1/3は役員在籍を条件として支給し、2/3
は業績に連動

・中期経営計画期間終了後も長期にわたり株主の皆様との価値共有を図るという趣旨から、役員退任時又は支給後30年
経過時まで譲渡制限は解除できないものとしております。その間に重大な不正会計や巨額損失が発生した場合は、役員毎
の責任に応じ、累積した譲渡制限付株式の全数又は一部を無償返還するクローバック条項を設定しております。
・財務目標と非財務目標は、中期経営計画で掲げる経営目標を指標とし、企業価値目標については株主総利回り（ＴＳＲ）を
指標としています。株式報酬への影響度合いは、財務目標 ： 非財務目標 ： 企業価値目標＝50％ ： 30％ ： 20％です。

現金

現金

株式

連結当期利益

ROE

中期経営計画で
掲げた
財務目標

非財務目標

企業価値目標
＋

2.業績連動報酬等の指標等

3．非金銭報酬等の指標等

指標 実績

当事業年度
連結当期利益
ROE

133億51百万円
2.8%

業績連動賞与

業績連動賞与の業績指標及び実績

指標 目標値 実績

中期経営計画
「Make Waves 2.0」

に掲げる
2025年3月期
（第201期）目標

財務目標

非財務目標

企業価値目標

売上成長
事業利益率
ROE
ROIC

9項目（下表参照）※

TSR
（株主総利回り）

20％
14%
10%以上
10%以上

13%
7.9%
2.8%
4.4%

0.46TSR/配当込み
TOPIX成長率=1.0

譲渡制限付
株式報酬

譲渡制限付株式報酬の業績指標及び実績

事業基盤をより強くする

※非財務目標9項目及び実績

指標 目標値 実績

Yamaha
Music ID
登録数

800万ID500万ID

新コンセプト
商品投入数 21モデル20モデル

生産インフラ
への

投資金額
197億円350億円

指標 目標値 実績

従業員サーベイ
働きがい

肯定的回答率
横ばい継続的

向上

管理職
女性比率
グローバル

19%19%

従業員サーベイ
働きやすさ
肯定的回答率

+2%継続的
向上

指標 目標値 実績

器楽教育
支援対象
10カ国

425万人230万人

持続可能性に
配慮した
木材使用率

69%75%

省エネによる
CO2排出量削減
（CO2排出量／生産高）

6%5%

サステナビリティを価値の源泉に ともに働く仲間の活力最大化
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１.
２．

(注) 取締役を兼務する執行役の報酬等の総額及び人数については、執行役の欄に記載しております。
譲渡制限付株式報酬の株式は、中期経営計画「Make Waves 2.0」の初年度である2023年3月期（第199期）に3事業年度分とし
て一括で交付しており、株式報酬額は中期経営計画の3年間で按分して計上しております。上記報酬額は、当事業年度に係る譲渡制
限付株式報酬の費用計上額から、業績指標の達成度（46ページご参照）に基づく過年度費用計上額の戻入等を減額しております。

（6）取締役及び執行役報酬等の総額
報酬等の種類別の総額（百万円）

固定報酬 譲渡制限付
株式報酬

人数（名）

取　締　役

執　行　役

128
86
214

148
86
193

業績連動
賞与

ー
ー
21

△19
ー
△1

7
6
5

報酬等の総額
（百万円）

役員区分

うち社外取締役

　取締役、執行役の報酬の決定に関する方針と個人別の報酬は、社外取締役３名及び社内取締役１名で
構成される報酬委員会にて決定しております。
　社外取締役を除く取締役及び執行役の報酬は、（1）固定報酬（2）業績連動賞与及び（3）譲渡制限付株
式報酬からなり、それらは概ね、5 ： 3 ： 2の割合で構成されております。社外取締役の報酬は、固定報酬
のみとしております。報酬の概要については以下のとおりです。

1.役員の報酬等の額の決定に関する方針及びその概要

種類 目的・内容 連動する指標 期間 支給
方法

社外
取締役

社外取締役を除く
取締役及び執行役

単年度 ○ ー
業績連動
賞与

（変動）

3年 ○ ー

讓渡制限付 
株式報酬 
(変動) 

固定報酬 ーー ○ ○・役位に応じた金銭報酬を月例報酬として支給

・企業業績の向上に資するよう、役位に応
じた金銭報酬を、当事業年度の業績に連
動させて、個人別の成績を加味したうえ
で算出し、事業年度終了後に支給
・個人別の成績は、担当領域毎に事業別、機能
別に設定した評価指標に基づいて評価

・企業価値の持続的な向上と株主の皆様
との価値共有を図ること及び、中期にお
ける業績達成への動機づけを目的とし
て、役位に応じた譲渡制限付株式報酬を、
中期経営計画初年度に支給
・1/3は役員在籍を条件として支給し、2/3
は業績に連動

・中期経営計画期間終了後も長期にわたり株主の皆様との価値共有を図るという趣旨から、役員退任時又は支給後30年
経過時まで譲渡制限は解除できないものとしております。その間に重大な不正会計や巨額損失が発生した場合は、役員毎
の責任に応じ、累積した譲渡制限付株式の全数又は一部を無償返還するクローバック条項を設定しております。
・財務目標と非財務目標は、中期経営計画で掲げる経営目標を指標とし、企業価値目標については株主総利回り（ＴＳＲ）を
指標としています。株式報酬への影響度合いは、財務目標 ： 非財務目標 ： 企業価値目標＝50％ ： 30％ ： 20％です。

現金

現金

株式

連結当期利益

ROE

中期経営計画で
掲げた
財務目標

非財務目標

企業価値目標
＋

2.業績連動報酬等の指標等

3．非金銭報酬等の指標等

指標 実績

当事業年度
連結当期利益
ROE

133億51百万円
2.8%

業績連動賞与

業績連動賞与の業績指標及び実績

指標 目標値 実績

中期経営計画
「Make Waves 2.0」

に掲げる
2025年3月期
（第201期）目標

財務目標

非財務目標

企業価値目標

売上成長
事業利益率
ROE
ROIC

9項目（下表参照）※

TSR
（株主総利回り）

20％
14%
10%以上
10%以上

13%
7.9%
2.8%
4.4%

0.46TSR/配当込み
TOPIX成長率=1.0

譲渡制限付
株式報酬

譲渡制限付株式報酬の業績指標及び実績

事業基盤をより強くする

※非財務目標9項目及び実績

指標 目標値 実績

Yamaha
Music ID
登録数

800万ID500万ID

新コンセプト
商品投入数 21モデル20モデル

生産インフラ
への

投資金額
197億円350億円

指標 目標値 実績

従業員サーベイ
働きがい

肯定的回答率
横ばい継続的

向上

管理職
女性比率
グローバル

19%19%

従業員サーベイ
働きやすさ
肯定的回答率

+2%継続的
向上

指標 目標値 実績

器楽教育
支援対象
10カ国

425万人230万人

持続可能性に
配慮した
木材使用率

69%75%

省エネによる
CO2排出量削減
（CO2排出量／生産高）

6%5%

サステナビリティを価値の源泉に ともに働く仲間の活力最大化
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6．会計監査人の状況
（１）会計監査人の名称

（２）会計監査人の報酬等の額

（３）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

ＥＹ新日本有限責任監査法人

区 分 支払額（百万円）

①当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 162

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 184

　当社監査委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合
には、監査委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。また、当社監査委員会は、会計監査人の
適格性、専門性、当社からの独立性その他の評価基準に従い総合的に評価し、会計監査人の職務の執行に
支障があると判断されるなど、会計監査人の変更が必要であると認められる場合には、株主総会に提出する
会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬を区分
しておらず、実質的にも区分できないため、上記①の報酬等はこれらの合計額を記載しております。
当社監査委員会は、過年度の監査計画と実績の状況を確認するとともに、監査時間及び監査報酬の推移を確認し、当
該事業年度の監査時間及び報酬額の見積もりの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399
条第1項の同意を行っております。
当社の重要な子会社のうち、ヤマハコーポレーションオブアメリカ、ヤマハミュージックヨーロッパ、ヤマハ楽器音響（中国）
投資有限公司、蕭山ヤマハ楽器有限公司、ヤマハ電子（蘇州）有限公司、杭州ヤマハ楽器有限公司、ヤマハミュージック
マニュファクチュアリングアジア、ヤマハエレクトロニクスマニュファクチュアリングマレーシア及びヤマハミュージックイン
ディアは、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を
含む。）の監査を受けております。

１．

2．

3.

(注)

　報酬委員は、2025年3月31日現在で3名（うち、社外取締役2名）であります。
　当事業年度においては、報酬委員会を5回開催しました。
　報酬委員会は、取締役及び執行役の報酬の決定に関する方針を制定し、当該方針に基づき個人別の報酬を
決定しております。

4.報酬委員会の状況

　2025年度からの新中期経営計画「Rebuild & Evolve」のスタートに伴い、業績連動賞与及び譲渡制限付
株式報酬に関し、目標の見直しを行います。
　会社の成長実現を期する観点から、執行役が対象となる業績連動賞与の指標の一つに売上高成長率を採
用します。
　譲渡制限付株式報酬については、３つの目標区分（財務、非財務、企業価値）は継続しますが、株主の皆様と
の目線共有をより強く動機づける趣旨から企業価値目標の配分を高めることとします。
　結果として業績連動部分の配分は、財務目標：非財務目標：企業価値目標＝50％：20％：30％とする
予定です。
　なお、各目標に連動する指標は、財務目標がROIC、非財務目標が新中期経営計画において掲げる非財務目
標、企業価値目標が株主総利回り（TSR）となります。

６．役員の報酬等の額の決定に関する方針の改定について

　報酬委員会は、第201期の個人別の報酬等について、45ページ１の役員の報酬等の額の決定に関する
方針に基づいて、（1）固定報酬については、役位に応じた金銭報酬として算出されていること、（2）業績連
動賞与については、個人毎の金銭報酬が、当事業年度の業績指標に連動し、個人別の成績を加味し算出さ
れていること、（3）譲渡制限付株式報酬については、個人毎の株式報酬が役位、役員在籍期間、及び業績指
標による評価に基づき算出されていることを委員会の審議の中で確認のうえ、決定しております。これによ
り、報酬委員会は、当事業年度に係る取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うもの
であると判断しております。

5.当事業年度に係る取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容が
　決定方針に沿うものであると報酬委員会が判断した理由
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6．会計監査人の状況
（１）会計監査人の名称

（２）会計監査人の報酬等の額

（３）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

ＥＹ新日本有限責任監査法人

区 分 支払額（百万円）

①当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 162

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 184

　当社監査委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合
には、監査委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。また、当社監査委員会は、会計監査人の
適格性、専門性、当社からの独立性その他の評価基準に従い総合的に評価し、会計監査人の職務の執行に
支障があると判断されるなど、会計監査人の変更が必要であると認められる場合には、株主総会に提出する
会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬を区分
しておらず、実質的にも区分できないため、上記①の報酬等はこれらの合計額を記載しております。
当社監査委員会は、過年度の監査計画と実績の状況を確認するとともに、監査時間及び監査報酬の推移を確認し、当
該事業年度の監査時間及び報酬額の見積もりの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399
条第1項の同意を行っております。
当社の重要な子会社のうち、ヤマハコーポレーションオブアメリカ、ヤマハミュージックヨーロッパ、ヤマハ楽器音響（中国）
投資有限公司、蕭山ヤマハ楽器有限公司、ヤマハ電子（蘇州）有限公司、杭州ヤマハ楽器有限公司、ヤマハミュージック
マニュファクチュアリングアジア、ヤマハエレクトロニクスマニュファクチュアリングマレーシア及びヤマハミュージックイン
ディアは、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を
含む。）の監査を受けております。

１．

2．

3.

(注)

　報酬委員は、2025年3月31日現在で3名（うち、社外取締役2名）であります。
　当事業年度においては、報酬委員会を5回開催しました。
　報酬委員会は、取締役及び執行役の報酬の決定に関する方針を制定し、当該方針に基づき個人別の報酬を
決定しております。

4.報酬委員会の状況

　2025年度からの新中期経営計画「Rebuild & Evolve」のスタートに伴い、業績連動賞与及び譲渡制限付
株式報酬に関し、目標の見直しを行います。
　会社の成長実現を期する観点から、執行役が対象となる業績連動賞与の指標の一つに売上高成長率を採
用します。
　譲渡制限付株式報酬については、３つの目標区分（財務、非財務、企業価値）は継続しますが、株主の皆様と
の目線共有をより強く動機づける趣旨から企業価値目標の配分を高めることとします。
　結果として業績連動部分の配分は、財務目標：非財務目標：企業価値目標＝50％：20％：30％とする
予定です。
　なお、各目標に連動する指標は、財務目標がROIC、非財務目標が新中期経営計画において掲げる非財務目
標、企業価値目標が株主総利回り（TSR）となります。

６．役員の報酬等の額の決定に関する方針の改定について

　報酬委員会は、第201期の個人別の報酬等について、45ページ１の役員の報酬等の額の決定に関する
方針に基づいて、（1）固定報酬については、役位に応じた金銭報酬として算出されていること、（2）業績連
動賞与については、個人毎の金銭報酬が、当事業年度の業績指標に連動し、個人別の成績を加味し算出さ
れていること、（3）譲渡制限付株式報酬については、個人毎の株式報酬が役位、役員在籍期間、及び業績指
標による評価に基づき算出されていることを委員会の審議の中で確認のうえ、決定しております。これによ
り、報酬委員会は、当事業年度に係る取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うもの
であると判断しております。

5.当事業年度に係る取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容が
　決定方針に沿うものであると報酬委員会が判断した理由
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7．業務の適正を確保するための体制
　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、次のとおり当社の業務の適正を確保するための体制（以下、内部統制シ
ステム）を整備し、効率的な事業活動、報告の信頼性、法令遵守の徹底、財産の保全及びリスクマネジメントの強化を図る。

当社の理念体系を表す「ヤマハフィロソフィー」を定
め、執行役、執行役員、監査役員及びグループの全
従業員はこれを共有・実践する。
取締役会は、経営の基本方針等法令、定款及び取締
役会規則に定めた重要事項の決定を行うとともに、
業務執行に関わる重要な決定を執行役に委譲し、そ
の報告すべき内容を取締役会規則で定め、その手続
きと決議の合理性を要求する。執行役は、職務執行
の状況を取締役会に定期的に報告し、取締役会は執
行役の職務執行を監督する。
監査委員会は、執行役及び取締役の職務執行状況
を監査基準、監査計画に基づき監査する。
コンプライアンスに係る会議体を設置して、「コンプ
ライアンス行動規準」の制定、規定・マニュアルの整
備を行い、コンプライアンス教育の徹底を図る。 
コンプライアンスの実効性を高めるため、グループ
全体を対象とした内部通報制度を設ける。
反社会的勢力排除の基本方針を明言し、反社会的
勢力からの不当要求に対する断固拒否と、不当要求
を生む温床となる不祥事等の隠蔽排除の姿勢を明
確にし、その徹底を図る。   

執行役は、その職務の執行に係る文書その他の情
報につき、法令及び社内規程に則り、適切に保存及
び管理を行う。 

（1）執行役、執行役員、監査役員及び従業員の職務の執行が
　  法令及び定款に適合することを確保するための体制

（2）執行役の職務の執行に係る情報の
　  保存及び管理等に関する体制 

①

②

③

④

⑤

⑥

当社及び子会社は、取締役会規則、経営会議規則、権
限規程その他の業務執行に係る規程を整備し、取締役
等の権限の明確化、指揮命令系統の明確化を図る。
子会社は、経営状況他グループ経営に影響を及ぼす
一定の重要事項の決定について、事前に当社の承認
を得るとともに、一定の事項を当社に対し報告する。
グループ全体を対象にリスク管理体制を敷くととも
に、コンプライアンス教育を実施する。

②

③

④

グループ経営の基本方針を定めた「グループマネジ
メント憲章」及び内部統制の方針を定めた「グルー
プ内部統制規程」に基づき、グループ全体における
内部統制体制を構築する。 

（5）当社及び子会社から成る企業集団における
　  業務の適正を確保するための体制
①

（8）監査委員会への報告に関する体制
監査委員は、経営会議等の重要会議に出席し、意見
を述べることができる。 
監査委員会室長は、監査委員会の指示を受け、経営会
議等の重要会議に出席し、意見を述べる。 
監査委員会室長は、決裁書他の重要書類を閲覧し、
必要に応じて執行役、執行役員、監査役員及び従業
員に対して説明・報告を求めたうえでその内容を監
査委員会に報告する。
下記の部門は、グループ全体を対象として、法令に
定められた事項のほか、監査委員会の要請に応じ、
定期的に報告する。
内部監査部門による内部監査の結果
法務担当部門によるコンプライアンス遵守状況報
告並びに内部通報制度の運用及び通報状況 

①

②

③

④

当社は、監査委員会に対し内部通報等を行った報告
者の秘密が厳守され、報告者に対し不当な処分がな
されないためのしくみを整備する。

（9）当社及び子会社の取締役、執行役、執行役員、監査役員
　  及び従業員が監査委員会に報告したことを理由として
　  不利益な取扱いを受けないことを確保するための体制 

当社は、監査委員会の監査計画に基づく監査業務に
係る費用を負担し、監査計画外に発生する監査業務に
係る費用については監査委員の請求により支払う。 

（10）監査委員の職務の執行について生ずる費用又は
　  債務の処理に係る方針に関する事項

代表執行役社長は、内部統制システムの整備、運用
状況等について、監査委員会と定期的な意見交換
の場を持ち、その恒常的な改善を推進する。 
当社は、監査委員会の監査の実施にあたり、内部監
査部門並びに会計監査人との連携の機会を確保す
る。監査委員会は、内部監査部門に対して必要に応
じ監査に関する指示をすることができる。監査委員
会が内部監査部門に対して指示した事項が、代表執
行役社長からの指示と相反する場合は、監査委員会
の指示を優先する。内部監査部長の人事異動につい
て、事前に監査委員会の意見聴取を行う。
なお、監査委員会が必要と認める場合には、監査業
務について外部専門家による支援を確保する。 

（11）その他監査委員会の監査が実効的に
　  行われることを確保するための体制

監査委員会の職務を補助する専任の組織として監
査委員会直轄の監査委員会室を設置する。 

（6）監査委員会の職務を補助すべき従業員等に関する事項

監査委員会室スタッフの人事評価、人事異動、懲戒
処分等については、監査委員会の同意を必要とし、
執行役その他業務執行者からの独立性を確保する。 

（7）監査委員会の職務を補助すべき従業員等の執行役
　  からの独立性に関する事項及び当該従業員等に
　  対する指示の実効性の確保に関する事項

業務上の重要リスクについて、代表執行役社長の諮
問機関である「リスクマネジメント委員会」において、
リスクの網羅的な把握を行うとともに、グループ全
体のリスク管理方針の策定を行う。
リスクの内容に応じて担当部門を定め、規程・マニュアル
の整備及びグループ全体に対する指導・助言を行う。
内部監査部門の内部監査をとおして、リスク情報の
収集と適切な対応を行う。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
①

②

③

組織規程、権限規程その他の業務執行に係る規程を
整備し、執行役の権限と責任、適切な権限委譲、当社
各部門・子会社のミッション、指揮命令系統を明確にし
て業務執行スピードの向上と経営の効率性を高める。
代表執行役社長の諮問機関として「経営会議」を設
け、業務執行に関わる重要な決定等について検討を
行い代表執行役社長に答申する。
グループ全体の目標値の設定及び業績評価を行う
ため、迅速な経営判断、リスク管理を可能とする経営
管理システムを構築する。 

（4）執行役の職務執行が効率的に行われることを
　  確保するための体制
①

②

③

・
・

⑤

その他のスタッフ部門によるコンプライアンス遵守
状況、内部統制の活動状況

当社の部門及び子会社は、業務及び業績に影響が
ある重要な事項を当社の執行役、執行役員、監査役
員及び従業員をとおして、又は直接、監査委員会も
しくは監査委員会室長に報告する。 

・
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7．業務の適正を確保するための体制
　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、次のとおり当社の業務の適正を確保するための体制（以下、内部統制シ
ステム）を整備し、効率的な事業活動、報告の信頼性、法令遵守の徹底、財産の保全及びリスクマネジメントの強化を図る。

当社の理念体系を表す「ヤマハフィロソフィー」を定
め、執行役、執行役員、監査役員及びグループの全
従業員はこれを共有・実践する。
取締役会は、経営の基本方針等法令、定款及び取締
役会規則に定めた重要事項の決定を行うとともに、
業務執行に関わる重要な決定を執行役に委譲し、そ
の報告すべき内容を取締役会規則で定め、その手続
きと決議の合理性を要求する。執行役は、職務執行
の状況を取締役会に定期的に報告し、取締役会は執
行役の職務執行を監督する。
監査委員会は、執行役及び取締役の職務執行状況
を監査基準、監査計画に基づき監査する。
コンプライアンスに係る会議体を設置して、「コンプ
ライアンス行動規準」の制定、規定・マニュアルの整
備を行い、コンプライアンス教育の徹底を図る。 
コンプライアンスの実効性を高めるため、グループ
全体を対象とした内部通報制度を設ける。
反社会的勢力排除の基本方針を明言し、反社会的
勢力からの不当要求に対する断固拒否と、不当要求
を生む温床となる不祥事等の隠蔽排除の姿勢を明
確にし、その徹底を図る。   

執行役は、その職務の執行に係る文書その他の情
報につき、法令及び社内規程に則り、適切に保存及
び管理を行う。 

（1）執行役、執行役員、監査役員及び従業員の職務の執行が
　  法令及び定款に適合することを確保するための体制

（2）執行役の職務の執行に係る情報の
　  保存及び管理等に関する体制 

①

②

③

④

⑤

⑥

当社及び子会社は、取締役会規則、経営会議規則、権
限規程その他の業務執行に係る規程を整備し、取締役
等の権限の明確化、指揮命令系統の明確化を図る。
子会社は、経営状況他グループ経営に影響を及ぼす
一定の重要事項の決定について、事前に当社の承認
を得るとともに、一定の事項を当社に対し報告する。
グループ全体を対象にリスク管理体制を敷くととも
に、コンプライアンス教育を実施する。

②

③

④

グループ経営の基本方針を定めた「グループマネジ
メント憲章」及び内部統制の方針を定めた「グルー
プ内部統制規程」に基づき、グループ全体における
内部統制体制を構築する。 

（5）当社及び子会社から成る企業集団における
　  業務の適正を確保するための体制
①

（8）監査委員会への報告に関する体制
監査委員は、経営会議等の重要会議に出席し、意見
を述べることができる。 
監査委員会室長は、監査委員会の指示を受け、経営会
議等の重要会議に出席し、意見を述べる。 
監査委員会室長は、決裁書他の重要書類を閲覧し、
必要に応じて執行役、執行役員、監査役員及び従業
員に対して説明・報告を求めたうえでその内容を監
査委員会に報告する。
下記の部門は、グループ全体を対象として、法令に
定められた事項のほか、監査委員会の要請に応じ、
定期的に報告する。
内部監査部門による内部監査の結果
法務担当部門によるコンプライアンス遵守状況報
告並びに内部通報制度の運用及び通報状況 

①

②

③

④

当社は、監査委員会に対し内部通報等を行った報告
者の秘密が厳守され、報告者に対し不当な処分がな
されないためのしくみを整備する。

（9）当社及び子会社の取締役、執行役、執行役員、監査役員
　  及び従業員が監査委員会に報告したことを理由として
　  不利益な取扱いを受けないことを確保するための体制 

当社は、監査委員会の監査計画に基づく監査業務に
係る費用を負担し、監査計画外に発生する監査業務に
係る費用については監査委員の請求により支払う。 

（10）監査委員の職務の執行について生ずる費用又は
　  債務の処理に係る方針に関する事項

代表執行役社長は、内部統制システムの整備、運用
状況等について、監査委員会と定期的な意見交換
の場を持ち、その恒常的な改善を推進する。 
当社は、監査委員会の監査の実施にあたり、内部監
査部門並びに会計監査人との連携の機会を確保す
る。監査委員会は、内部監査部門に対して必要に応
じ監査に関する指示をすることができる。監査委員
会が内部監査部門に対して指示した事項が、代表執
行役社長からの指示と相反する場合は、監査委員会
の指示を優先する。内部監査部長の人事異動につい
て、事前に監査委員会の意見聴取を行う。
なお、監査委員会が必要と認める場合には、監査業
務について外部専門家による支援を確保する。 

（11）その他監査委員会の監査が実効的に
　  行われることを確保するための体制

監査委員会の職務を補助する専任の組織として監
査委員会直轄の監査委員会室を設置する。 

（6）監査委員会の職務を補助すべき従業員等に関する事項

監査委員会室スタッフの人事評価、人事異動、懲戒
処分等については、監査委員会の同意を必要とし、
執行役その他業務執行者からの独立性を確保する。 

（7）監査委員会の職務を補助すべき従業員等の執行役
　  からの独立性に関する事項及び当該従業員等に
　  対する指示の実効性の確保に関する事項

業務上の重要リスクについて、代表執行役社長の諮
問機関である「リスクマネジメント委員会」において、
リスクの網羅的な把握を行うとともに、グループ全
体のリスク管理方針の策定を行う。
リスクの内容に応じて担当部門を定め、規程・マニュアル
の整備及びグループ全体に対する指導・助言を行う。
内部監査部門の内部監査をとおして、リスク情報の
収集と適切な対応を行う。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
①

②

③

組織規程、権限規程その他の業務執行に係る規程を
整備し、執行役の権限と責任、適切な権限委譲、当社
各部門・子会社のミッション、指揮命令系統を明確にし
て業務執行スピードの向上と経営の効率性を高める。
代表執行役社長の諮問機関として「経営会議」を設
け、業務執行に関わる重要な決定等について検討を
行い代表執行役社長に答申する。
グループ全体の目標値の設定及び業績評価を行う
ため、迅速な経営判断、リスク管理を可能とする経営
管理システムを構築する。 

（4）執行役の職務執行が効率的に行われることを
　  確保するための体制
①

②

③

・
・

⑤

その他のスタッフ部門によるコンプライアンス遵守
状況、内部統制の活動状況
当社の部門及び子会社は、業務及び業績に影響が
ある重要な事項を当社の執行役、執行役員、監査役
員及び従業員をとおして、又は直接、監査委員会も
しくは監査委員会室長に報告する。 
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8．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
（1）執行役、執行役員、監査役員及び従業員の職務の執行及びその効率性を確保するための取り組みの状況

　当社は、業務上の重要リスクについて、代表執行役社長の諮問機関である「リスクマネジメント委員会」において、
グループ全体のリスク管理の方針策定を行うとともに、リスクの網羅的な把握・分析・評価や、対応のモニタリングを
行っております。
　当期においても、引き続き当社グループを取り巻くリスクの想定損害規模と想定発生頻度、及びコントロールレベルを評
価・分析し、優先的に対処すべき重要リスクを特定するとともに担当部門を定め、コントロールレベルの向上を図りました。
　また、同委員会における５つの部会において、特定の専門課題を審議し、リスク低減活動を推進しています。

（3）損失の危険の管理に関する取り組みの状況

　当社は、コンプライアンスに関し執行役、監査役員、外部弁護士等を委員とする部会を設置し、グループ全体の方
針や施策などの審議を行うとともに、各部門及びグループ各社の業務遂行をコンプライアンスの観点からモニタリン
グしています。
　当期において、国内では、従業員のコンプライアンス意識と組織の状況、潜在的なリスクなどを把握し、問題がある
場合は改善を図るため、コンプライアンス意識調査を実施しました。また、不正・不祥事、ハラスメントの防止や早期発
見・対応のため、当社従業員及びグループ企業の管理職を対象としたオンデマンド形式のハラスメント防止セミナーを
実施しました。並行して、解決力向上のため、内部通報調査に関わる従事者に向けた通報対応研修も行いました。
　海外では、グループ企業に向けて、現地従業員のコンプライアンス教育に使用する「コンプライアンスマイクロラー
ニングコンテンツ」の配布を行いました。今まで伝えていた“やってはならないこと（Don’t）”だけではなく、ヤマハグ
ループ従業員に “求められる行動（Do）” を重要な教育要素として含む全12章7言語（注）のコンテンツを、毎月1章
ずつ各社に配信しました。
（注）英語、中国簡体字、スペイン語、ヒンディー語、インドネシア語、南米ポルトガル語、日本語

（2）法令への適合性の確保に関する取り組みの状況

　当社は、グループ全体の業務の適正を確保するためグループマネジメント憲章、グループ内部統制規程及び各種
グループ規程を定め、グループ全体の基本方針として共有しております。また、グループ内部統制規程にて、当社にお
ける各子会社の所轄部門及びコーポレートスタッフ部門の役割を明確化し、子会社に対する責任と権限、運営管理の
方法を定めております。
　当期においては、規程運用の効率化と実効性向上の両立を図るために、既存規程の内容や権限移譲の妥当性を検
証し、顕在化した課題について対応を進めております。また、内部監査部門がグループ全体の業務執行の適法性、合
理性、有効性、効率性につき監査を行いました。

（4）当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための取り組みの状況

　当社は、監査委員会の監査の実効性を確保し、維持向上するため、監査委員会がグループ全体の重要情報の全て
を入手でき、必要に応じ説明を受けることができる体制を確保しております。監査委員会の職務を補助すべき部門と
して監査委員会室を設け、専任者２名を配置し、監査役員に監査委員会室長を委嘱して、社内の重要会議への出席及
び意見陳述を行わせることで、実効性の確保を図っております。
　当期においては、社外取締役３名により構成される監査委員会は、毎月、内部監査部門及び監査委員会室から、全ての
内部監査結果、重要会議の状況、重要書類閲覧やリスク管理部門聴取等により収集した情報の報告を受けたほか、定期
的に経理部門等から直接報告を受け、内容確認を行いました。また、代表執行役社長と意見交換会を行ったほか、執行
役、執行役員ら経営陣から報告を受け、業務執行状況を確認しました。監査委員会には毎回、内部監査部長を出席させ、
また会計監査人とは監査報告会・期中レビュー報告会のほかに監査計画会、意見交換会を行い、連携を図りました。

（5）監査委員会の監査の実効性の確保に関する取り組みの状況

2025年4月1日現在

指名委員会
3名

海外グループ企業国内グループ企業

事業部門、スタッフ部門

経営会議

その他の全社委員会
人材開発委員会

執行役員 6名

（うち、社外取締役3名）

監査委員会
3名

（うち、社外取締役2名）（うち、社外取締役2名）

報酬委員会
3名

取締役会 取締役7名（うち、社外取締役5名）

報告

選任・解任選任・解任

監査委員会室
監査 会計監査

報告

・選任議案の決定
・会計監査相当性の判断

報告

報告

内部監査

指示

指示選任・解任・監督

代表執行役社長 １名
執行役 7名

選定・解職・監督

株 主 総 会

内部監査部
監査役員 1名

監査役員 1名

会計
監査人

答申

諮問

　当社は、企業理念及びその実現のための指針からなる「ヤマハフィロソフィー」を定め、執行役、執行役員、監査役員
及び従業員はこれを共有し、実践しております。また「コーポレートガバナンス方針書」を策定し、そこで定めたコーポ
レートガバナンス基本方針のもと、「業務の適正を確保するための体制」に基づき経営上の組織体制や仕組みを整備
し、諸施策を実施するとともに適切な開示をとおして、透明で質の高い経営の実現に取り組んでおります。
　当社は、機関設計として指名委員会等設置会社を選択し、業務執行に関わる重要な決定権限を取締役会から執行
役に大幅に委譲しております。これにより、効率的かつスピード感のある業務執行が可能になっております。
　当期においては、代表執行役社長の諮問機関である「経営会議」を月２回開催し、経営課題の進捗確認を行いなが
ら中期経営計画に沿った業務執行を進めました。
　執行役による職務執行の状況は、執行役から取締役会に対し定期又は必要に応じ報告がされ、取締役会は、その
職務執行状況を監督しました。
　なお、執行役、執行役員、監査役員の職務の執行の状況及びその効率性を確保するため、執行役規則、執行役員規
則及び監査役員規則を制定するとともに経営会議規則を明文化しております。
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8．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
（1）執行役、執行役員、監査役員及び従業員の職務の執行及びその効率性を確保するための取り組みの状況

　当社は、業務上の重要リスクについて、代表執行役社長の諮問機関である「リスクマネジメント委員会」において、
グループ全体のリスク管理の方針策定を行うとともに、リスクの網羅的な把握・分析・評価や、対応のモニタリングを
行っております。
　当期においても、引き続き当社グループを取り巻くリスクの想定損害規模と想定発生頻度、及びコントロールレベルを評
価・分析し、優先的に対処すべき重要リスクを特定するとともに担当部門を定め、コントロールレベルの向上を図りました。
　また、同委員会における５つの部会において、特定の専門課題を審議し、リスク低減活動を推進しています。

（3）損失の危険の管理に関する取り組みの状況

　当社は、コンプライアンスに関し執行役、監査役員、外部弁護士等を委員とする部会を設置し、グループ全体の方
針や施策などの審議を行うとともに、各部門及びグループ各社の業務遂行をコンプライアンスの観点からモニタリン
グしています。
　当期において、国内では、従業員のコンプライアンス意識と組織の状況、潜在的なリスクなどを把握し、問題がある
場合は改善を図るため、コンプライアンス意識調査を実施しました。また、不正・不祥事、ハラスメントの防止や早期発
見・対応のため、当社従業員及びグループ企業の管理職を対象としたオンデマンド形式のハラスメント防止セミナーを
実施しました。並行して、解決力向上のため、内部通報調査に関わる従事者に向けた通報対応研修も行いました。
　海外では、グループ企業に向けて、現地従業員のコンプライアンス教育に使用する「コンプライアンスマイクロラー
ニングコンテンツ」の配布を行いました。今まで伝えていた“やってはならないこと（Don’t）”だけではなく、ヤマハグ
ループ従業員に “求められる行動（Do）” を重要な教育要素として含む全12章7言語（注）のコンテンツを、毎月1章
ずつ各社に配信しました。
（注）英語、中国簡体字、スペイン語、ヒンディー語、インドネシア語、南米ポルトガル語、日本語

（2）法令への適合性の確保に関する取り組みの状況

　当社は、グループ全体の業務の適正を確保するためグループマネジメント憲章、グループ内部統制規程及び各種
グループ規程を定め、グループ全体の基本方針として共有しております。また、グループ内部統制規程にて、当社にお
ける各子会社の所轄部門及びコーポレートスタッフ部門の役割を明確化し、子会社に対する責任と権限、運営管理の
方法を定めております。
　当期においては、規程運用の効率化と実効性向上の両立を図るために、既存規程の内容や権限移譲の妥当性を検
証し、顕在化した課題について対応を進めております。また、内部監査部門がグループ全体の業務執行の適法性、合
理性、有効性、効率性につき監査を行いました。

（4）当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための取り組みの状況

　当社は、監査委員会の監査の実効性を確保し、維持向上するため、監査委員会がグループ全体の重要情報の全て
を入手でき、必要に応じ説明を受けることができる体制を確保しております。監査委員会の職務を補助すべき部門と
して監査委員会室を設け、専任者２名を配置し、監査役員に監査委員会室長を委嘱して、社内の重要会議への出席及
び意見陳述を行わせることで、実効性の確保を図っております。
　当期においては、社外取締役３名により構成される監査委員会は、毎月、内部監査部門及び監査委員会室から、全ての
内部監査結果、重要会議の状況、重要書類閲覧やリスク管理部門聴取等により収集した情報の報告を受けたほか、定期
的に経理部門等から直接報告を受け、内容確認を行いました。また、代表執行役社長と意見交換会を行ったほか、執行
役、執行役員ら経営陣から報告を受け、業務執行状況を確認しました。監査委員会には毎回、内部監査部長を出席させ、
また会計監査人とは監査報告会・期中レビュー報告会のほかに監査計画会、意見交換会を行い、連携を図りました。

（5）監査委員会の監査の実効性の確保に関する取り組みの状況

2025年4月1日現在

指名委員会
3名

海外グループ企業国内グループ企業

事業部門、スタッフ部門

経営会議

その他の全社委員会
人材開発委員会

執行役員 6名

（うち、社外取締役3名）

監査委員会
3名

（うち、社外取締役2名）（うち、社外取締役2名）

報酬委員会
3名

取締役会 取締役7名（うち、社外取締役5名）

報告

選任・解任選任・解任

監査委員会室
監査 会計監査

報告

・選任議案の決定
・会計監査相当性の判断

報告

報告

内部監査

指示

指示選任・解任・監督

代表執行役社長 １名
執行役 7名

選定・解職・監督

株 主 総 会

内部監査部
監査役員 1名

監査役員 1名

会計
監査人

答申

諮問

　当社は、企業理念及びその実現のための指針からなる「ヤマハフィロソフィー」を定め、執行役、執行役員、監査役員
及び従業員はこれを共有し、実践しております。また「コーポレートガバナンス方針書」を策定し、そこで定めたコーポ
レートガバナンス基本方針のもと、「業務の適正を確保するための体制」に基づき経営上の組織体制や仕組みを整備
し、諸施策を実施するとともに適切な開示をとおして、透明で質の高い経営の実現に取り組んでおります。
　当社は、機関設計として指名委員会等設置会社を選択し、業務執行に関わる重要な決定権限を取締役会から執行
役に大幅に委譲しております。これにより、効率的かつスピード感のある業務執行が可能になっております。
　当期においては、代表執行役社長の諮問機関である「経営会議」を月２回開催し、経営課題の進捗確認を行いなが
ら中期経営計画に沿った業務執行を進めました。
　執行役による職務執行の状況は、執行役から取締役会に対し定期又は必要に応じ報告がされ、取締役会は、その
職務執行状況を監督しました。
　なお、執行役、執行役員、監査役員の職務の執行の状況及びその効率性を確保するため、執行役規則、執行役員規
則及び監査役員規則を制定するとともに経営会議規則を明文化しております。
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2,831
22
ー

2,900

37,634
7,866
△4,233
3,632

34,001

462,080

△285,939

176,140

△139,419

36,721

2,269

△18,295

20,695

4,631

△2,864

22,462

△8,994

13,467

13,351

116

27.58

99,819
87,331
5,197

150,488
9,097

351,933

121,866
19,167

ー
5,411

54,037
25,798
11,042
2,020

239,344

591,278

64,004
5,552
5,167
9,450
7,691
2,205

12,586

106,658

9,238
241

11,706
3,576
7,286
2,457

 
34,506

141,165

28,534
1,785

438,454
△101,642

81,701

448,834

1,278

450,113

591,278

120,383
24,005

326
1,217

22,639
19,128
6,492
7,473

22,104
4,977

12,373
△354

234,928
102,660
49,386
4,654

65
4,623

42,773
13

1,145

995

131,273
45,927
53,746
20,682

3
366

2,144
8,400

62
△61

355,312

58,565
8,434

21,458
3

4,073
19,414
4,199

ー
307
ー

375
42

256

24,792
4
ー

9,248
1,461
5,027
8,870
123
56

83,357

225,260
28,534
3,054
3,054

ー
295,313

4,159
291,154

7,767
ー

70,710
212,676

△101,642

46,694
27,893
18,800

271,954

355,312

264,229
209,801

54,427
40,294

14,133

1,419
10,868

522
12,809

17
2,390
2,408

24,535

250
28,619

ー
ー

4,840
33,710

230
4,395
440
ー
35
4

5,105

53,139
9,023
1,501
10,524

42,615

連結計算書類

（単位：百万円） （単位：百万円）

連結損益計算書

当期前期

売上収益
売上原価

売上総利益

  
  販売費及び一般管理費

事業利益
  

  その他の収益
  その他の費用

営業利益

  金融収益
  金融費用

税引前当期利益

  法人所得税費用

当期利益

当期利益の帰属
  親会社の所有者
  非支配持分

１株当たり当期利益
　基本的１株当たり当期利益（円）

当期前期

資産
  流動資産
　  現金及び現金同等物
　  営業債権及びその他の債権
　  その他の金融資産
　  棚卸資産
　  その他の流動資産

  流動資産合計

  
  非流動資産
  　有形固定資産
  　使用権資産
  　のれん
  　無形資産
  　金融資産
  　退職給付に係る資産
  　繰延税金資産
  　その他の非流動資産

  非流動資産合計

（単位：百万円）

当期前期

負債
  流動負債
　  営業債務及びその他の債務
　  有利子負債
　  リース負債
　  その他の金融負債
　  未払法人所得税
　  引当金
　  その他の流動負債

  流動負債合計

  
  非流動負債
　  リース負債
　  金融負債
　  退職給付に係る負債
　  引当金
　  繰延税金負債
　  その他の非流動負債

  非流動負債合計

負債合計

資本
　  資本金
　  資本剰余金
　  利益剰余金
　  自己株式
　  その他の資本の構成要素

  親会社の所有者に帰属する
  持分合計

  非支配持分

資本合計

当期前期

資産の部
  流動資産
　  現金及び預金
　  受取手形
　  電子記録債権
　  売掛金
　  商品及び製品
　  仕掛品
　  原材料
　  短期貸付金
　  未収還付消費税等
　  その他
　  貸倒引当金

   固定資産
  有形固定資産
　  建物及び構築物
　  機械及び装置
　  車輌運搬具
　  工具、器具及び備品
　  土地
　  リース資産
　  建設仮勘定

  無形固定資産

  投資その他の資産
　  投資有価証券
　  関係会社株式
　  関係会社出資金
　  長期貸付金
　  敷金及び保証金
　  繰延税金資産
　  前払年金費用
　  その他
　  貸倒引当金

当期前期

負債の部
  流動負債
　  買掛金
　  短期借入金
　  リース債務
　  未払金
　  未払費用
　  未払法人税等
　  前受金
　  契約負債
　  返金負債
　  預り金
　  製品保証引当金
　  その他

  固定負債
　  リース債務
　  繰延税金負債
　  再評価に係る繰延税金負債
　  製品保証引当金
　  退職給付引当金
　  長期預り金
　  長期未払法人税等
　  その他

負債合計

純資産の部
  株主資本
  資本金
  資本剰余金
　  資本準備金
　  その他資本剰余金
  利益剰余金
　  利益準備金
　  その他利益剰余金
　 　 圧縮記帳積立金
　 　 買換資産取得特別勘定積立金
　 　 別途積立金
　 　 繰越利益剰余金
  自己株式

  評価・換算差額等
  その他有価証券評価差額金
  土地再評価差額金

純資産合計

（単位：百万円）

当期前期

売上高
売上原価

売上総利益
 販売費及び一般管理費

営業利益
営業外収益
　受取利息
　受取配当金
　その他
　営業外収益合計

営業外費用
　支払利息
　その他
　営業外費用合計

経常利益
特別利益
　固定資産売却益
　投資有価証券売却益
　貸倒引当金戻入益
　受取損害賠償金
　抱合せ株式消滅差益
　特別利益合計

特別損失
　固定資産除却損
　関係会社株式評価損
　関係会社貸付金貸倒損失
　構造改革費用
　減損損失
　貸倒引当金繰入額
　特別損失合計

税引前当期純利益
法人税､住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計

（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
連結財政状態計算書

（2025年3月31日現在）
貸借対照表

（2025年3月31日現在）
損益計算書

（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

負債及び資本合計資産合計 当期純利益

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。（注）

計算書類

資産合計 負債純資産合計

1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2.2024年10月1日付で、普通株式１株につき３株の
割合で株式分割を行いました。前期の期首に当該株
式分割が行われたと仮定して基本的1株当たり当期
利益を算出しております。

招
集
ご
通
知

監
査
報
告
書

連
結
計
算
書
類・計
算
書
類

事
業
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

53 54



462,866

△291,784

171,081

△137,428

33,653

1,470

△6,124

28,999

9,192

△561

37,629

△7,852

29,776

29,642

134

58.56

101,587
88,015
4,861

164,149
10,733

369,346

126,526
24,141
1,194
6,235

103,452
21,803
12,229
1,908

297,491

666,837

65,775
992

5,964
9,499
7,595
3,447

12,414

105,688

10,977
365

14,525
2,876

18,230
2,362

 
49,338

155,027

28,534
1,974

458,299
△96,568
118,352

510,592

1,218

511,810

666,837

134,179
33,632

576
976

24,504
21,811
1,857
3,713

27,615
6,408

14,534
△1,451

290,341
96,468
25,561
1,040

34
3,011

42,623
17

24,179

1,150

192,721
94,633
69,549
20,563

3
1,016

ー
6,954

56
△ 55

424,520

63,557
10,640
20,191

4
7,218

19,411
4,680

12
253

9
461
28

643

36,278
3

10,484
9,069
2,197
5,671
8,809

ー
42

99,835

244,630
28,534
3,167
3,054
113

309,497
4,159

305,337
5,558
2,637

70,710
226,431
△96,568

80,054
60,767
19,286

324,684

424,520

262,082
207,291

54,790
39,856

14,933

1,316
8,291
5,176

14,784

2
368
370

29,347

30
8,604
2,429
123
ー

11,187

46
ー
ー

2,831
22
ー

2,900

37,634
7,866

△4,233
3,632

34,001

462,080

△285,939

176,140

△139,419

36,721

2,269

△18,295

20,695

4,631

△2,864

22,462

△8,994

13,467

13,351

116

27.58

99,819
87,331
5,197

150,488
9,097

351,933

121,866
19,167

ー
5,411

54,037
25,798
11,042
2,020

239,344

591,278

64,004
5,552
5,167
9,450
7,691
2,205

12,586

106,658

9,238
241

11,706
3,576
7,286
2,457

 
34,506

141,165

28,534
1,785

438,454
△101,642

81,701

448,834

1,278

450,113

591,278

120,383
24,005

326
1,217

22,639
19,128
6,492
7,473

22,104
4,977

12,373
△354

234,928
102,660
49,386
4,654

65
4,623

42,773
13

1,145

995

131,273
45,927
53,746
20,682

3
366

2,144
8,400

62
△61

355,312

58,565
8,434

21,458
3

4,073
19,414
4,199

ー
307
ー

375
42

256

24,792
4
ー

9,248
1,461
5,027
8,870
123
56

83,357

225,260
28,534
3,054
3,054

ー
295,313

4,159
291,154

7,767
ー

70,710
212,676

△101,642

46,694
27,893
18,800

271,954

355,312

264,229
209,801

54,427
40,294

14,133

1,419
10,868

522
12,809

17
2,390
2,408

24,535

250
28,619

ー
ー

4,840
33,710

230
4,395
440
ー
35
4

5,105

53,139
9,023
1,501
10,524

42,615

連結計算書類

（単位：百万円） （単位：百万円）

連結損益計算書

当期前期

売上収益
売上原価

売上総利益

  
  販売費及び一般管理費

事業利益
  

  その他の収益
  その他の費用

営業利益

  金融収益
  金融費用

税引前当期利益

  法人所得税費用

当期利益

当期利益の帰属
  親会社の所有者
  非支配持分

１株当たり当期利益
　基本的１株当たり当期利益（円）

当期前期

資産
  流動資産
　  現金及び現金同等物
　  営業債権及びその他の債権
　  その他の金融資産
　  棚卸資産
　  その他の流動資産

  流動資産合計

  
  非流動資産
  　有形固定資産
  　使用権資産
  　のれん
  　無形資産
  　金融資産
  　退職給付に係る資産
  　繰延税金資産
  　その他の非流動資産

  非流動資産合計

（単位：百万円）

当期前期

負債
  流動負債
　  営業債務及びその他の債務
　  有利子負債
　  リース負債
　  その他の金融負債
　  未払法人所得税
　  引当金
　  その他の流動負債

  流動負債合計

  
  非流動負債
　  リース負債
　  金融負債
　  退職給付に係る負債
　  引当金
　  繰延税金負債
　  その他の非流動負債

  非流動負債合計

負債合計

資本
　  資本金
　  資本剰余金
　  利益剰余金
　  自己株式
　  その他の資本の構成要素

  親会社の所有者に帰属する
  持分合計

  非支配持分

資本合計

当期前期

資産の部
  流動資産
　  現金及び預金
　  受取手形
　  電子記録債権
　  売掛金
　  商品及び製品
　  仕掛品
　  原材料
　  短期貸付金
　  未収還付消費税等
　  その他
　  貸倒引当金

   固定資産
  有形固定資産
　  建物及び構築物
　  機械及び装置
　  車輌運搬具
　  工具、器具及び備品
　  土地
　  リース資産
　  建設仮勘定

  無形固定資産

  投資その他の資産
　  投資有価証券
　  関係会社株式
　  関係会社出資金
　  長期貸付金
　  敷金及び保証金
　  繰延税金資産
　  前払年金費用
　  その他
　  貸倒引当金

当期前期

負債の部
  流動負債
　  買掛金
　  短期借入金
　  リース債務
　  未払金
　  未払費用
　  未払法人税等
　  前受金
　  契約負債
　  返金負債
　  預り金
　  製品保証引当金
　  その他

  固定負債
　  リース債務
　  繰延税金負債
　  再評価に係る繰延税金負債
　  製品保証引当金
　  退職給付引当金
　  長期預り金
　  長期未払法人税等
　  その他

負債合計

純資産の部
  株主資本
  資本金
  資本剰余金
　  資本準備金
　  その他資本剰余金
  利益剰余金
　  利益準備金
　  その他利益剰余金
　 　 圧縮記帳積立金
　 　 買換資産取得特別勘定積立金
　 　 別途積立金
　 　 繰越利益剰余金
  自己株式

  評価・換算差額等
  その他有価証券評価差額金
  土地再評価差額金

純資産合計

（単位：百万円）

当期前期

売上高
売上原価

売上総利益
 販売費及び一般管理費

営業利益
営業外収益
　受取利息
　受取配当金
　その他
　営業外収益合計

営業外費用
　支払利息
　その他
　営業外費用合計

経常利益
特別利益
　固定資産売却益
　投資有価証券売却益
　貸倒引当金戻入益
　受取損害賠償金
　抱合せ株式消滅差益
　特別利益合計

特別損失
　固定資産除却損
　関係会社株式評価損
　関係会社貸付金貸倒損失
　構造改革費用
　減損損失
　貸倒引当金繰入額
　特別損失合計

税引前当期純利益
法人税､住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計

（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
連結財政状態計算書

（2025年3月31日現在）
貸借対照表

（2025年3月31日現在）
損益計算書

（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

負債及び資本合計資産合計 当期純利益

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。（注）

計算書類

資産合計 負債純資産合計

1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2.2024年10月1日付で、普通株式１株につき３株の
割合で株式分割を行いました。前期の期首に当該株
式分割が行われたと仮定して基本的1株当たり当期
利益を算出しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書（謄本）

監査報告書

独立監査人の監査報告書 ２０２5年５月8日
ヤマハ株式会社
　　取締役会　御中 Ｅ Ｙ 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 市川 亮悟

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡本 周二

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 角田 大輔

浜 松 事 務 所

以　上　

監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、ヤマハ株式会社の２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日までの連
結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、指定国際会計基準
で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、ヤマハ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監
査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の
職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような
重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、指定国際会計基準で求められ
る開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要
因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、指定国際会計基準で求められる開示項目の一部
を省略した会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意
思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として
の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表
明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況
により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、指定国際会計基準で求
められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類
の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手
するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して
責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

＜連結計算書類監査＞
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書（謄本）

監査報告書

独立監査人の監査報告書 ２０２5年５月8日
ヤマハ株式会社
　　取締役会　御中 Ｅ Ｙ 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 市川 亮悟

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡本 周二

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 角田 大輔

浜 松 事 務 所

以　上　

監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、ヤマハ株式会社の２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日までの連
結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、指定国際会計基準
で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、ヤマハ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監
査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の
職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような
重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、指定国際会計基準で求められ
る開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要
因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、指定国際会計基準で求められる開示項目の一部
を省略した会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意
思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として
の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表
明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況
により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、指定国際会計基準で求
められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類
の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手
するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して
責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

＜連結計算書類監査＞
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会計監査人の監査報告書（謄本）

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 市川 亮悟

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡本 周二

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 角田 大輔

独立監査人の監査報告書 ２０２５年５月8日
ヤマハ株式会社
　　取締役会　御中 Ｅ Ｙ 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

浜 松 事 務 所

以　上　

　監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又
は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算
書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、ヤマハ株式会社の２０２４年４月１日から２０２５年３
月３１日までの第２０１期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責
任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示
することにある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役及
び取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、
また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

＜計算書類等監査＞

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書
類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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会計監査人の監査報告書（謄本）

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 市川 亮悟

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡本 周二

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 角田 大輔

独立監査人の監査報告書 ２０２５年５月8日
ヤマハ株式会社
　　取締役会　御中 Ｅ Ｙ 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

浜 松 事 務 所

以　上　

　監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又
は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算
書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、ヤマハ株式会社の２０２４年４月１日から２０２５年３
月３１日までの第２０１期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責
任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示
することにある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役及
び取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、
また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

＜計算書類等監査＞

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書
類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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監査委員会の監査報告書（謄本）

監査報告書

　当監査委員会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第201期事業年度の取締役及び執行役の職
務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
　監査委員会は、会社法第416条第１項第１号ロ及びホに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当
該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、執行役、執行役員及び従業員等からその構
築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
　また、監査委員会が定めた監査基準に準拠し、監査方針及び職務分担等を定めた監査計画に基づき、会社の
内部監査部門及びその他スタッフ部門と連携の上、重要な会議等における意思決定の過程及び内容、決裁書
等の重要書類の内容、取締役及び執行役等の職務の執行状況、並びに会社の業務及び財産の状況について調
査いたしました。
　子会社については、子会社監査役及び会計監査人等との意思疎通を図るとともに、必要に応じて子会社へ赴
き、またはウェブ会議システムを利用して、各社の取締役及び部門長等から事業の報告を受け、業務及び財産の
状況等について調査いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書と併せ、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態
計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2025年5月8日
ヤマハ株式会社　監査委員会

監査委員 江幡 奈歩 印○
監査委員 吉澤 尚子 印○
監査委員 印○藤塚 主夫

２．監査の結果
（１） 事業報告等の監査結果

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　  会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（３） 連結計算書類の監査結果
　  会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
取締役及び執行役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。
内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに
関する事業報告の記載内容並びに取締役及び執行役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

①
②

③

以　上　
(注)監査委員 藤塚主夫、吉澤尚子及び江幡奈歩は、会社法第2条第15号及び第400条第3項に規定する社外取締役であります。
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監査委員会の監査報告書（謄本）

監査報告書

　当監査委員会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第201期事業年度の取締役及び執行役の職
務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
　監査委員会は、会社法第416条第１項第１号ロ及びホに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当
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2025年5月8日
ヤマハ株式会社　監査委員会
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（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　  会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
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事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
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①
②

③

以　上　
(注)監査委員 藤塚主夫、吉澤尚子及び江幡奈歩は、会社法第2条第15号及び第400条第3項に規定する社外取締役であります。
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株主メモ

0120-782-031 平日9：00-17：00

●三井住友信託銀行株式会社のお問い合せ先

●事業年度
●定時株主総会の基準日
●定時株主総会
●期末配当の基準日
●中間配当の基準日
●単元株式数

4月1日から翌年3月31日まで
3月31日
6月
3月31日
9月30日
100株

●株主名簿管理人・特別口座の口座管理機関
　三井住友信託銀行株式会社
　同事務取扱場所
　　〒460-8685 名古屋市中区栄三丁目15番33号
　　三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

●株式事務のお問い合せ先
　株式事務の内容により、証券会社又は三井住友信託銀行
　株式会社にお問い合せください。

電子公告によります。
但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告が
できない場合は、東京都において発行する日本経済新聞
に掲載いたします。
［電子公告のURL］https://www.yamaha.com/ja/

●公告の方法

株券電子化の施行日（２００９年１月５日）前に株式会社証
券保管振替機構（ほふり）を利用されていなかった株主様
の株式は、三井住友信託銀行株式会社に開設された特
別口座に記録されております。

●特別口座について

配当金支払いの際送付している「配当金計算書」は、
租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねて
おります。

●配当金計算書について

トピックス

国際的な環境非営利団体CDPより、気候変動に関する積極的な取り組みと
透明性が評価され、「CDP2024気候変動Aリスト企業」に選定されました。当社の
Aリストへの選定は2年連続3回目となります。当社グループは「世界中の人々の
こころ豊かなくらし」の実現に向け、「気候変動への対応」「持続可能な木材の
利用」「省資源、廃棄物・有害物質削減」「水資源の保全」をグループ環境方針とし、
持続可能な社会の実現に向けた取り組みを行っています。

気候変動に関するCDP調査において
最高評価となる「Aリスト」企業に2年連続で選定

株式事務の
内容

　・未払い
　配当金の
        　支払い

　・住所変更
　・配当金受取方法の変更
          　・単元未満株式の買取請求
          　・株主総会資料の書面交付請求＊
　＊下記いずれも可

口座を開設
されている

場合
株式が

特別口座に
ある場合

口座を開設された
証券会社

三井住友信託銀行
株式会社

三井住友
信託銀行
株式会社
三井住友
信託銀行
株式会社

当社が支援する、フィリピンでのリコーダーを用いた音楽教育のパイロット授業が、
2024年12月に開始しました。当社は、2015年より新興国を中心に、子どもたちが
音楽や楽器演奏を学ぶ中で未来を生きる力を手に入れ、こころ豊かな人生を送る
ことができる世界を目指す「スクールプロジェクト」を展開しています。これまでに本
プロジェクトを通して10か国（マレーシア、インドネシア、ベトナム、インド、ブラジル、ア
ラブ首長国連邦、エジプト、コロンビア、フィリピン、メキシコ）累計425万人（2025
年3月末）の子どもたちに機会を提供してきました。フィリピンでは、当社本社所在地
である浜松市と同国第三の都市・ダバオ市の都市間連携協定締結の際に教育局と
の協力覚書を締結、同協定の具体事例としてプロジェクトを展開しています。

木材を有効活用し、持続可能なものづくりに挑戦 
未利用材を鍵盤に活用した電子ピアノ TORCH『T01』を限定発売

スクールプロジェクト：中期経営計画目標展開10か国を達成
フィリピンでは浜松市と都市間連携協力の一環としてスタート

当社は、クラリネットなどの木管楽器に使用される希少木材グラナディラ（アフリ
カン・ブラックウッド）の未利用材を鍵盤に活用した、電子ピアノの新しいコンセプト
モデル、TORCH『T01』（トーチ ティーゼロワン）を限定発売しました。当社は、
木材をはじめとする自然素材を製品に用いており、楽器製造に欠かせない希少
木材を未来に向けて守り、サステナブルな森をつくる「おとの森」活動に取り組んで
います。未利用材を楽器の素材に用いたプロトタイプの制作や、その企画展示
「楽器の木」展を開催し、木材の新しい価値を引き出す製品開発に取り組んでいます。

当社グループの
気候変動対策の
取り組み

スクールプロジェクト

TORCH ブランドサイト
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当社18号館

新浜松駅新浜松駅新浜松駅

八幡駅八幡駅八幡駅
八幡西八幡西八幡西

正門

株主総会
会場ご案内図

浜松市中央区中沢町10番1号 当社18号館1階 Tel：053（460）2800

第201期 定時株主総会 招集ご通知
2025年6月20日（金曜日） 午前10時開催
証券コード： 7951

横浜シンフォステージ「Music Canvas」

ミニコンサート及びお土産はございません。
駐車場の準備はございません。
会場でのサポートが必要な方は、座席やお手洗いへの誘導、受付の筆談サポートをお手伝いさせて
いただきますので、当日スタッフにお声がけください。　
本株主総会につきましては、後日、下記当社ウェブサイトにて動画配信することを予定しております。
https://www.yamaha.com/ja/ir/stock/shareholder-info/

【交付書面】

〒430-8650 静岡県浜松市中央区中沢町10番1号
Te l : 053（460）2800　Fax: 053（460）2802
URL: https://www.yamaha.com/ja/

見やすい
ユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

この「招集ご通知」は
環境にやさしい
植物油インキを使用しています。


